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重 点 事 項



１．感染症対策について 

○インフルエンザ対策について 

（１）今冬のインフルエンザ対策について  

① 総論 

今回の新型インフルエンザ（A/H1N1）については、世界的大流行の状況は去

っているものの、本ウイルスは引き続き存在しており、ウイルスによる重症化

等のリスクも変わるものではないこと等から、警戒を要する状況にある。また、

今冬においては、従来の季節性インフルエンザウイルスについても、流行の可

能性があり、警戒を要する状況にある。 

季節性インフルエンザは特に高齢者が重症化しやすい傾向にある一方、新型

インフルエンザは子どもや成人を含め、広い年齢層で重症化する場合があるた

め、今シーズンは、全ての年齢の方がインフルエンザに注意を要する。 

このため、厚生労働省においては、この冬のインフルエンザの流行シーズン

に備え、平成 22 年 11 月 24 日に「今冬のインフルエン

ザ総合対策」を取りまとめたところである。これに基

づき、厚生労働省のホームページにインフルエンザに

関する情報等を掲載した専用のページを開設(※)し、

流行状況の提供、予防接種に関する情報提供や QA の作

成・公表等を行っているところである。 

各都道府県、政令市、特別区等（以下「都道府県等」

という。）をはじめ、関係機関の皆様におかれては、

改めて、対策の周知及びインフルエンザ予防対策の徹

底方、よろしくお願いしたい。 

                    インフルエンザ予防啓発ポスター▲ 

※（平成２２年度今冬のインフルエンザ総合対策について） 

http://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/kekkaku-kansenshou01/index.html 

 

② インフルエンザの流行状況等について  

今シーズンにおいては、季節外での流行はみられず、インフルエンザの患者

発生報告数は、平成 22 年 10 月中旬から徐々に増え、平成 22 年第 50 週（12/13

の週）において全国あたり１．４１となり、季節性インフルエンザにおける流

行開始の目安としている１．００を上回り、今シーズンにおける流行入りとな

ったところである。 

また、インフルエンザウイルスサーベイランスの結果によると、平成 22 年 8

月上旬から季節性インフルエンザの報告数が新型インフルエンザ（A/H1N1）を

上回り、その後も季節性インフルエンザが多くを占めて推移していたが、平成

22 年第 49 週以降（12/6 の週）に入ると新型インフルエンザ（A/H1N1）が増加

し、報告数が逆転している状況にある。 
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今回の新型インフルエンザ（A/H1N1）の「感染症の予防及び感染症の患者に

対する医療に関する法律（平成 10 年法律第 114 号）」（以下「感染症法」とい

う。）上の取り扱いについては、平成 22 年 8 月 27 日に取りまとめた「新型イ

ンフルエンザ（A/H1N1）に対する厚生労働省の取組について」において、ウイ

ルス動向や流行予測等のサーベイランスや必要な調査等を継続して行い、従来

の季節性インフルエンザと異なる大きな流行等の特別な事情がない場合には、

平成 22 年度年度末を目途に、感染症法における「新型インフルエンザ等感染症」

と認められなくなった旨の公表をし、通常の季節性インフルエンザ対策に移行

するとしているところである。引き続きインフルエンザ重症サーベイランスの

実施に御協力をお願いしたい。 

  国においては、今後も流行状況等を注視し、都道府県等に対し、必要な情 

報を適時適切に提供していくこととしている。 

 

③ 新型インフルエンザ（Ａ／Ｈ１Ｎ１）のワクチン接種について  

ア 新型インフルエンザ（Ａ／Ｈ１Ｎ１）ワクチン接種事業について 

新型インフルエンザ（A/H1N1）ワクチン接種事業については、平成 21

年度に引き続き、平成 22 年度においても平成 22 年 10 月１日から平成 23

年 3 月 31 日まで、すべての国民を対象として実施しているところである

が、今冬のインフルエンザにおいても、ワクチン接種は重要であるので、

引き続きその推進に御協力頂くよう御願いする。 

  なお、平成 23 年度における対応については、先述した新型インフルエン

ザ（A/H1N1）の感染症法上の取り扱い等を踏まえ、平成 22 年度末に併せて

お示しする予定である。 

  

イ 予防接種法等改正法案について  

平成 21 年 12 月に設置した厚生科学審議会感染症分科会予防接種部会（以

下「予防接種部会」という。）が平成 22 年２月に取りまとめた「第一次提

言」等を踏まえ、今回の「新型インフルエンザ（A/H1N1）」に係る予防接種

を円滑に実施するとともに、今後これと同等の新たな「病原性の高くない新

型インフルエンザ」が発生した場合に予防接種法に基づく接種ができるよう

にするため、予防接種法に新たな臨時の予防接種の類型を創設する等の所要

の規定を整備することを目的として、「予防接種法及び新型インフルエンザ

予防接種による健康被害の救済等に関する法律案」（以下「予防接種法等改

正法案」という。）を、第 174 回常会に提出したところである。 

本法案については、第 174 回常会において、参議院本会議で可決されたも

のの、衆議院において審議未了となり、継続審査となったところである。ま

た、第 176 回臨時会においては、衆議院に附託されたものの、平成 23 年通

常国会に継続審査となったところである。 

引き続き、本法案の早期成立に向け努力していくこととしている。 
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ウ 健康被害救済制度について  

   新型インフルエンザ（A/H1N1）ワクチン接種事業において健康被害が生じ

た場合には、「新型インフルエンザ予防接種による健康被害の救済等に関す

る特別措置法」（平成 21 年法律法第 98 号）（以下「特別措置法」という。）

に基づき、健康被害救済を行っている。本制度は国が実施主体となって行う

ものであるが、被接種者などからの相談があった場合には、引き続きご対応

頂くようお願いする。 

特別措置法に基づく健康被害救済額については、平成 23 年通常国会に継

続審査となっている「予防接種法等改正法案」が成立した場合には、新たな

臨時接種により健康被害を受けた場合の救済額と同水準に遡及して引き上

げることを予定している。 

  

（２）新型インフルエンザ対策等について  

  新型インフルエンザ対策行動計画については、平成 22 年 6 月にとりまとめら

れた「新型インフルエンザ（A/H1N1）対策総括会議」の報告書等を踏まえ、平

成 22 年 9 月から「新型インフルエンザ専門家会議」の下に作業班を設置し、専

門的・技術的な観点から具体的な検討を行っていただいたところ。今後、新型

インフルエンザ（H5N1）対策については、政府全体の新型インフルエンザ対策

行動計画の改定等に向けて、関係省庁間で検討が進められることとなっている。 

   

○予防接種について  

（１）予防接種部会における検討状況について 

予防接種部会においては、同部会により平成 22年 2月に取りまとめられた「第

一次提言」を踏まえ、予防接種法の対象となる疾病・ワクチンの在り方、接種

費用の負担の在り方及び予防接種に関する評価・検討組織の在り方等について、

議論を行っている。 

また、予防接種法の対象となる疾病・ワクチンのあり方については、医学的・

科学的観点からの検討・とりまとめを行うため、平成 22 年 8 月 27 日に予防接

種部会の下に「ワクチン評価に関する小委員会」を設置し、検討を進めている

ところである。 

引き続き、予防接種部会における議論等を行い、予防接種制度の適切な実施

に向けて検討を進めていくこととしている。 

 

（２）子宮頸がん等ワクチン接種緊急促進臨時特例交付金について 

  予防接種部会における意見書や、国際動向、疾病の重篤性等にかんがみ、子

宮頸がん予防ワクチン、ヒブワクチン、小児用肺炎球菌ワクチンの３つのワク

チンについて、対象年齢層に接種する機会を提供し、これらの接種を緊急に促

進するための経費として、平成 22 年度補正予算で約 1,085 億円を措置したと

ころ。 
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  なお、当該補正予算は、予防接種法において、実費徴収できるとの規定があ

ること等を踏まえ、公費カバー率として、９割分の予算措置となっているが、

公費カバー率は、積算上の考え方であって、市町村における具体的な事業設計

における実費徴収や所得制限などの取扱については、柔軟な制度設計が可能と

している。 

  また、当該事業は、各都道府県において、基金を設置し、市町村が行う事業

に対する助成を行うこととし、事業費の負担割合は、国１／２、市町村１／２

としている。 

  事業の実施期間は、補正予算が成立した平成 22 年 11 月 26 日から平成 23 年

度末までとし、助成を受けるための条件として、健康被害に万全を期するため

の保険加入及び予防接種後副反応報告が行われるための措置を講ずること等

を要件としている。 

  実施主体である各市町村や基金管理を行う各都道府県においては、円滑な事

業の実施をお願いしたい。 

  なお、平成 22 年 12 月 9 日に開催した全国都道府県担当者会議において配布

した質疑応答集を、適宜更新の上ホームページに掲載しているので、そちらも

参照されたい。 

３．結核対策について 

 結核患者は減少傾向にあるものの、年間約２万４千人の新規患者が発生するな

ど、結核は依然として我が国の主要な感染症である。 

 現在、厚生科学審議会感染症分科会結核部会において、「結核に関する特定感

染症予防指針」改正のための検討を行っており、平成 22 年度中に指針を改正し、

結核病床確保や地域連携体制の強化など、近年の状況を踏まえた対策の方針を盛

り込む予定である。 

 都道府県等においては、改正後の予防指針等も踏まえながら、「結核対策特別

促進事業」等も活用し、引き続き、地域の実情に応じた結核対策の一層の推進を

図られたい。 

 

４．HTLV-1 対策について 

 平成 22 年 9 月に、総理官邸に HTLV-1 特命チームが設置され、HTLV-1 対策につ

いて検討が進められ、同年 12 月 20 日に「HTLV-1 総合対策について」が取りまと

められた。 

 HTLV-1（ヒト T 細胞白血病ウイルス 1 型）の感染者は、全国に約 100 万人以上

と推定されており、ATL（成人 T 細胞白血病）や HAM(HTLV-1 関連脊髄症)といった

重篤な疾病を発症する可能性があることから、国は、地方公共団体、医療機関、

患者団体等との密接な連携を図り、総合対策を強力に推進することされている。 

具体的には、平成 23 年度から、保健所における特定感染症検査等事業の対象に、
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HTLV-1 抗体検査、HTLV-1 に関する相談指導を加える予定である。 

また、HTLV-1 キャリアや ATL・HAM 患者からの相談に対応できるように、保健

所、がん相談支援センター及び難病相談・支援センター等において、相談体制の

構築を目指すこととなっており、厚生労働省としては、今後、研修やマニュアル

の配布等を行っていく予定である。 

さらに、国民への正しい知識の普及を行うとともに、都道府県等のご協力を得

ながら相談機関のリストを作成して公開する等、患者家族などに役立つ情報提供

を行っていく予定である。なお、HTLV-1 関連研究を加速化するために、平成 23

年度は約 10 億円を目標とした研究費の確保を目指すこととしている。 

これらの施策の実施に当たっては、感染症・がん・難病担当課だけでなく、母

子保健担当課との連携が必要であり、各都道府県等におかれては、体制の確保等

につき、特段のご協力をお願いしたい。 

 

５．多剤耐性菌対策について 

 多剤耐性菌対策については、平成 22 年 9 月に薬剤耐性アシネトバクターの院内

感染事例が報告されたこと等を踏まえ、同年 10 月 1 日に第 8 回厚生科学審議会感

染症分科会感染症部会において議論を行ったところである。その結果、国民の関

心が高く、諸外国の状況からも増加の懸念される薬剤耐性アシネトバクター感染

症について、緊急に全国的な対策を促す観点から、その動向を幅広く把握するた

め、感染症法の五類感染症に位置づけ、定点医療機関で発生動向を把握する対象

疾病に指定すべきとされたことから、省令改正を行い、平成 23 年２月 1 日から施

行することとしている。 

各都道府県等におかれては、関係機関への周知等、対応方お願いするとともに、

引き続き、衛生主管部局と院内感染対策主管部局が連携し、多剤耐性菌対策のよ

り一層の推進を図られたい。 
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、
医

療
提

供
に

努
め

る
こ

と
を

勧
告

し
た

。

厚
生

労
働

省
と

し
て

は
、

こ
う

し
た

Ｗ
Ｈ

Ｏ
の

勧
告

の
趣

旨
や

、
国

内
で

の
今

年
度

（
20

10
/2

01
1シ

ー
ズ

ン
）
に

お
け

る
再

流
行

の

可
能

性
は

続
い

て
い

る
こ

と
、

ウ
イ

ル
ス

に
よ

る
重

症
化

等
の

リ
ス

ク
が

変
わ

る
も

の
で

は
な

い
こ

と
等

を
踏

ま
え

、
引

き
続

き
、

国
内

に
お

け
る

再
流

行
へ

の
警

戒
を

怠
ら

ず
、

ま
ん

延
予

防
等

に
万

全
を

期
す

る
も

の
と

す
る

。

こ
う

し
た

観
点

か
ら

、
厚

生
労

働
省

で
は

、
引

き
続

き
、

重
症

患
者

増
加

の
可

能
性

等
を

踏
ま

え
た

必
要

な
医

療
体

制
の

構
築

や
、

感
染

予
防

の
呼

び
か

け
等

に
努

め
る

と
と

も
に

、
別

紙
の

と
お

り
、

今
回

の
新

型
イ

ン
フ

ル
エ

ン
ザ

（
A

/H
1N

1）
に

係
る

ワ
ク

チ
ン

接
種

事
業

を
、

今
年

度
は

引
き

続
き

応
急

的
に

行
う

こ
と

と
す

る
。

ま
た

、
ウ

イ
ル

ス
動

向
や

流
行

予
測

等
の

サ
ー

ベ
イ

ラ
ン

ス
や

必
要

な
調

査
等

も
継

続
し

て
行

い
、

そ
の

状
況

等
を

踏
ま

え
た

上
で

、
季

節
性

と
異

な
る

大
き

な
流

行
等

の
特

別
の

事
情

が
生

じ
な

い
場

合
は

、
今

回
の

新
型

イ
ン

フ
ル

エ
ン

ザ
（

A
/H

1N
1）

に
つ

い
て

、
今

年
度

末
を

目
途

に
、

感
染

症
の

予
防

及
び

感
染

症
の

患
者

に
対

す
る

医
療

に
関

す
る

法
律

（
平

成
10

年
法

律
第

11
4号

）
に

お
け

る
新

型
イ

ン
フ

ル
エ

ン
ザ

等
感

染
症

と
認

め
ら

れ
な

く
な

っ
た

旨
の

公
表

を
し

、
通

常
の

季
節

性
イ

ン
フ

ル
エ

ン
ザ

対
策

に
移

行
す

る
も

の
と

す
る

。

ま
た

、
今

後
と

も
、

厚
生

労
働

省
と

し
て

は
、

今
回

の
新

型
イ

ン
フ

ル
エ

ン
ザ

（
A

/H
1N

1）
に

つ
い

て
、

正
確

な
情

報
を

で
き

る
だ

け
迅

速
に

わ
か

り
や

す
く
国

民
の

皆
様

に
提

供
し

て
い

く
こ

と
に

努
め

る
も

の
と

し
、

今
回

の
新

型
イ

ン
フ

ル
エ

ン
ザ

（
A

/H
1N

1）
へ

の
対

応
に

つ
い

て
は

、
必

要
に

応
じ

見
直

し
を

行
っ

て
い

く
も

の
と

す
る

。
平

成
２

２
年

８
月

２
７

日
厚

生
労

働
省

新
型

イ
ン

フ
ル

エ
ン

ザ
対

策
に

つ
い

て

Ｗ
Ｈ

Ｏ
の

ポ
ス

ト
パ

ン
デ

ミ
ッ

ク
声

明
を

受
け

た
厚

生
労

働
省

の
対

応

6



新
型

イ
ン

フ
ル

エ
ン

ザ
対

策
に

つ
い

て

政
府

に
お

い
て

は
、

新
型

イ
ン

フ
ル

エ
ン

ザ
の

発
生

は
、

国
家

の
危

機
管

理
上

重
大

な
課

題
で

あ
る

と
の

認
識

の
下

、
そ

の
対

策
に

総
力

を
挙

げ
て

取
り

組
ん

で
き

た
と

こ
ろ

で
あ

る
。

先
般

、
８

月
１

０
日

、
世

界
保

健
機

関
（
Ｗ

Ｈ
Ｏ

）
は

、
今

回
の

新
型

イ
ン

フ
ル

エ
ン

ザ
（

A
/H

1N
1）

に
お

け
る

現
在

の
世

界
的

な
流

行
状

況
を

「
ポ

ス
ト

パ
ン

デ
ミ

ッ
ク

」
と

す
る

旨
を

声
明

し
、

今
回

の
新

型
イ

ン
フ

ル
エ

ン
ザ

（
A

/H
1N

1）
は

季
節

性
イ

ン
フ

ル
エ

ン
ザ

と
同

様
の

動
向

と
な

り
つ

つ
あ

る
と

し
た

。

国
内

の
流

行
状

況
に

つ
い

て
は

、
昨

年
８

月
中

旬
に

本
格

的
流

行
に

入
り

、
１

１
月

末
に

流
行

の
ピ

ー
ク

を
迎

え
た

後
、

今
年

３
月

末
に

は
最

初
の

流
行

（
い

わ
ゆ

る
「
第

一
波

」
）
が

沈
静

化
し

た
。

そ
の

後
の

再
流

行
に

備
え

状
況

を
注

視
し

て
き

た
が

、
現

在
ま

で
の

と
こ

ろ
、

季
節

を
外

れ
て

の
流

行
の

兆
し

は
見

ら
れ

な
い

。
こ

の
流

行
に

よ
り

、
現

在
ま

で
に

、
国

内
で

２
０

２
人

の
方

が
亡

く
な

ら
れ

、
推

計
罹

患
者

数
は

約
２

，
０

７
７

万
人

と
な

っ
て

い
る

。

こ
の

た
め

、
政

府
と

し
て

は
、

今
回

の
新

型
イ

ン
フ

ル
エ

ン
ザ

（
A

/H
1N

1）
に

つ
い

て
、

政
府

全
体

と
し

て
緊

急
的

か
つ

総
合

的
に

対
処

す
べ

き
事

態
は

終
息

し
つ

つ
あ

る
も

の
と

判
断

し
、

通
常

の
感

染
症

対
策

と
し

て
対

応
す

る
体

制
に

切
り

替
え

る
こ

と
と

す
る

。

た
だ

し
、

今
後

イ
ン

フ
ル

エ
ン

ザ
の

流
行

シ
ー

ズ
ン

を
迎

え
る

中
、

国
内

で
の

再
流

行
の

可
能

性
は

続
い

て
い

る
こ

と
、

現
に

一
部

の
国

に
お

い
て

流
行

が
見

ら
れ

る
こ

と
、

一
般

的
に

イ
ン

フ
ル

エ
ン

ザ
ウ

イ
ル

ス
は

変
異

し
や

す
い

こ
と

、
世

界
保

健
機

関
（
Ｗ

Ｈ
Ｏ

）
に

お
い

て
も

、
警

戒
の

継
続

が
極

め
て

重
要

で
あ

る
と

し
て

、
ポ

ス
ト

パ
ン

デ
ミ

ッ
ク

期
に

お
い

て
、

サ
ー

ベ
イ

ラ
ン

ス
や

ワ
ク

チ
ン

接
種

、
医

療
提

供
に

努
め

る
よ

う
勧

告
し

て
い

る
こ

と
等

か
ら

、
厚

生
労

働
省

に
お

い
て

は
、

国
内

外
の

情
報

収
集

、
国

民
へ

の
情

報
提

供
・
広

報
、

ワ
ク

チ
ン

接
種

、
医

療
提

供
な

ど
、

対
策

に
万

全
を

期
す

こ
と

と
す

る
。

ま
た

、
政

府
に

お
い

て
は

、
今

回
の

新
型

イ
ン

フ
ル

エ
ン

ザ
（

A
/H

1N
1）

対
策

の
経

験
等

を
踏

ま
え

、
高

病
原

性
の

鳥
由

来
新

型
イ

ン
フ

ル
エ

ン
ザ

が
発

生
し

た
場

合
に

備
え

、
水

際
対

策
の

体
制

整
備

、
社

会
・
経

済
機

能
維

持
の

た
め

の
条

件
整

備
、

ワ
ク

チ
ン

の
接

種
体

制
、

医
療

提
供

体
制

の
整

備
等

に
つ

い
て

検
討

し
、

行
動

計
画

の
見

直
し

を
行

う
な

ど
、

早
期

に
新

型
イ

ン
フ

ル
エ

ン
ザ

対
策

の
再

構
築

を
図

る
こ

と
と

す
る

。
平

成
２

２
年

８
月

２
７

日
新

型
イ

ン
フ

ル
エ

ン
ザ

対
策

本
部

Ｗ
Ｈ

Ｏ
の

ポ
ス

ト
パ

ン
デ

ミ
ッ

ク
声

明
を

受
け

た
政

府
の

対
応

7



新
型

イ
ン

フ
ル

エ
ン

ザ
（

A
/H

1N
1）

対
策

総
括

会
議

報
告

書
概

要


全
般

的
事

項
１

．
【
病

原
性

等
に

応
じ

た
柔

軟
な

対
応

】


感
染

力
だ

け
で

な
く
致

死
率

等
健

康
へ

の
イ

ン
パ

ク
ト

等
を

総
合

的
に

勘
案

し
て

複
数

の
対

策
の

選
択

肢
を

予
め

用
意

し
、

柔
軟

に
決

定
す

る
シ

ス
テ

ム
を

構
築

２
．

【
迅

速
・
合

理
的

な
意

思
決

定
シ

ス
テ

ム
】


意

思
決

定
プ

ロ
セ

ス
と

責
任

主
体

を
明

確
化

し
、

迅
速

・
合

理
的

に
意

思
決

定
で

き
る

シ
ス

テ
ム

を
構

築
３

．
【
地

方
と

の
関

係
と

事
前

準
備

】


発
生

前
の

段
階

か
ら

関
係

者
間

で
対

処
方

針
の

検
討

や
訓

練
を

重
ね

る
な

ど
の

準
備

４
．

【
感

染
症

危
機

管
理

に
関

わ
る

体
制

の
強

化
】


感

染
症

対
策

に
関

わ
る

危
機

管
理

を
専

門
に

担
う

組
織

や
人

員
体

制
の

大
幅

な
強

化
、

関
係

機
関

の
あ

り
方

や
相

互
の

役
割

分
担

、
関

係
の

明
確

化
５

.  
【
法

整
備

】


感
染

症
対

策
の

全
般

の
あ

り
方

に
つ

い
て

、
国

際
保

健
規

則
や

地
方

自
治

体
、

関
係

学
会

等
の

意
見

を
踏

ま
え

、
必

要
に

応
じ

て
、

感
染

症
法

や
予

防
接

種
法

の
見

直
し

を
行

う
等

、
各

種
対

策
の

法
的

根
拠

の
明

確
化

◆
サ

ー
ベ

イ
ラ

ン
ス


国

立
感

染
症

研
究

所
、

保
健

所
、

地
方

衛
生

研
究

所
も

含
め

た
日

常
か

ら
の

サ
ー

ベ
イ

ラ
ン

ス
体

制
の

強
化


公

衆
衛

生
対

策
（
学

校
等

の
臨

時
休

業
等

）


社

会
的

・
経

済
的

影
響

を
勘

案
し

た
学

校
等

の
臨

時
休

業
等

の
運

用
方

法
の

検
討


学

校
等

の
臨

時
休

業
等

の
効

果
や

あ
り

方
の

検
討

◆
広

報
・
リ

ス
ク

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン


広

報
や

リ
ス

ク
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

を
専

門
に

取
り

扱
う

組
織

の
設

置
と

、
人

員
体

制
の

充
実


専

任
の

ス
ポ

ー
ク

ス
パ

ー
ソ

ン
の

設
置


情

報
が

迅
速

か
つ

直
接

届
く
よ

う
、

情
報

提
供

の
あ

り
方

の
検

討


医

療
体

制


地
域

の
実

情
を

踏
ま

え
た

医
療

提
供

体
制

の
検

討


発
熱

相
談

セ
ン

タ
ー

と
発

熱
外

来
の

設
置

の
是

非
や

運
用

方
法

に
つ

い
て

再
度

整
理


水

際
対

策


病
原

性
等

を
踏

ま
え

、
専

門
家

の
意

見
を

基
に

機
動

的
に

縮
小

等
を

可
能

に


水
際

対
策

の
効

果
に

つ
い

て
、

更
に

知
見

を
収

集


ワ

ク
チ

ン


国
内

の
ワ

ク
チ

ン
生

産
体

制
の

強
化


ワ

ク
チ

ン
接

種
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
の

早
急

な
策

定
（
実

施
主

体
、

費
用

負
担

、
集

団
接

種
な

ど
を

検
討

）


今
回

の
ワ

ク
チ

ン
の

在
庫

問
題

の
解

決
に

向
け

て
、

早
急

に
最

大
限

努
力


新

型
イ

ン
フ
ル
エ

ン
ザ
行

動
計

画
や

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

の
改

定
等

の
検

討
作

業
に

速
や
か
に

着
手
し

、
実
現

す
べ
き


発

生
前

の
段
階
か

ら
の
体

制
強

化
の

実
現

を
強

く
要

望

平
成

22
年

6月
10

日

8



新
型

イ
ン

フ
ル

エ
ン

ザ
専

門
家

会
議

に
つ

い
て

(1
)「

新
型

イ
ン

フ
ル

エ
ン

ザ
（
A/

H
1N

1）
対

策
総

括
会

議
報

告
書

（
H

22
.6

.1
0）

」
の

提
言

を

踏
ま

え
た

行
動

計
画

・
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
の

見
直

し

(2
)「

高
病

原
性

鳥
由

来
新

型
イ

ン
フ

ル
エ

ン
ザ

対
策

再
構

築
に

つ
い

て
（
H

22
.8

.2
7内

閣
官

房
新

型
イ

ン
フ

ル
エ

ン
ザ

等
対

策
室

）
」
に

基
づ

く
、

関
係

省
庁

で
の

検
討

を
踏

ま
え

た
行

動
計

画
・
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
の

見
直

し

(3
)そ

の
他

１
．

検
討

事
項

(1
)

専
門

家
会

議
の

下
に

、
以

下
の

４
つ

の
作

業
班

を
設

け
、

そ
れ

ぞ
れ

の
担

当
分

野
ご

と
に

検
討

を
進

め
、

見
直

し
意

見
案

を
作

成
す

る
。

・
公

衆
衛

生
対

策
（
サ

ー
ベ

イ
ラ

ン
ス

含
む

）

・
ワ

ク
チ

ン

・
医

療
体

制
（
抗

ウ
イ

ル
ス

薬
、

医
用

品
等

を
含

む
）

・
広

報
、

リ
ス

ク
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

(2
)

専
門

家
会

議
で

は
、

作
業

班
で

の
検

討
結

果
や

、
関

係
省

庁
で

の
検

討
状

況
等

を
踏

ま

え
て

、
専

門
家

会
議

と
し

て
の

見
直

し
意

見
を

取
り

ま
と

め
る

。

２
．

検
討

体
制

9



＜
医
療
体
制
作
業
班
＞

第
１
回
：
１
０
月
４
日
（
月
）

第
２
回
：
１
０
月
２
９
日
（
金
）

第
３
回
：
１
１
月
８
日
（
月
）

＜
公
衆
衛
生
対
策
作
業
班
＞

第
１
回
：
１
０
月
１
３
日
（
水
）

第
２
回
：
１
０
月
２
５
日
（
月
）

第
３
回
：
１
１
月
１
日
（
月
）

第
４
回
：
１
１
月
１
１
日
（
木
）

＜
ワ

ク
チ

ン
作

業
班

＞
第
１
回
：
１
０
月
８
日
（
金
）

第
２
回
：
１
０
月
１
８
日
（
月
）

第
３
回
：
１
１
月
１
０
日
（
水
）

第
４
回
：
１
１
月
１
７
日
（
水
）

＜
広

報
・
リ

ス
ク

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
作

業
班

＞
第
１
回
：
１
０
月
１
日
（
金
）

第
２
回
：
１
１
月
２
日
（
火
）

＜
新

型
イ

ン
フ

ル
エ

ン
ザ

専
門

家
会

議
＞

第
１

２
回

：
９

月
１

５
日

（
水

）

第
１

３
回

：
１

１
月

２
９

日
（
月

）

３
．

専
門

家
会

議
の

検
討

状
況

新
型

イ
ン

フ
ル

エ
ン

ザ
専

門
家

会
議

に
つ

い
て

10



■
開

催
状

況

「
予

防
接

種
部

会
の

設
置

か
ら

、
第

一
次

提
言

と
り

ま
と

め
ま

で
」

○
第

１
回

平
成

２
１

年
１

２
月

２
５

日
議

事
：

○
予

防
接

種
制

度
に

つ
い

て

○
第

２
回

～
第

４
回

平
成

２
２

年
１

月
１

５
日

、
１

月
２

７
日
、

２
月
９

日
議

事
：

○
新

型
イ

ン
フ

ル
エ

ン
ザ

対
策

と
し

て
緊

急
に

対
応
が

必
要
で

あ
る
と

考
え

ら
れ

る
事

項
に

つ
い

て

○
第

５
回

平
成

２
２

年
２

月
１

９
日

議
事

：
○

「
第

一
次

提
言

」
と

り
ま

と
め

平
成

２
２

年
３

月
１

２
日

閣
議

決
定

・
法

案
提

出
予

防
接

種
法

及
び

新
型

イ
ン

フ
ル

エ
ン

ザ
予

防
接

種
に

よ
る

健
康

被
害

の
救

済
等

に
関

す
る

特
別

措
置

法
の

一
部

を
改

正
す

る
法

律
案

（
閣

法
第

５
４

号
）

※
４

月
１

４
日

参
議

院
本

会
議

で
可

決
※

平
成

2
3
年

通
常

国
会

に
て

継
続

審
査

予
防

接
種

部
会

開
催

状
況

①

11



（
１

）
予

防
接

種
法

の
対

象
と

な
る

疾
病

・
ワ

ク
チ

ン
の

あ
り

方
・

予
防

接
種

法
の

対
象

と
な

っ
て

い
な

い
疾

病
・
ワ

ク
チ

ン
の

評
価

や
位

置
付

け
例

：
Ｈ

ｉｂ
（
イ

ン
フ

ル
エ

ン
ザ

菌
ｂ
型

）
、

肺
炎

球
菌

、
Ｈ

Ｐ
Ｖ

（
ヒ

ト
パ

ピ
ロ

ー
マ

ウ
イ

ル
ス

）
、

水
痘

な
ど

（
２

）
予

防
接

種
事

業
の

適
正

な
実

施
の

確
保

・
国

、
ワ

ク
チ

ン
製

造
販

売
・
流

通
業

者
、

医
療

機
関

（
医

師
）な

ど
の

関
係

者
の

役
割

分
担

・
予

防
接

種
に

よ
り

生
ず

る
健

康
被

害
の

救
済

制
度

、
被

害
認

定
の

方
法

、
不

服
申

し
立

て
・

接
種

の
優

先
順

位
付

け
の

あ
り

方
等

（
３

）
予

防
接

種
に

関
す

る
情

報
提

供
の

あ
り

方
・

予
防

接
種

の
意

義
や

健
康

被
害

が
生

じ
る

可
能

性
等

の
情

報
提

供
の

あ
り

方

（
４

）
接

種
費

用
の

負
担

の
あ

り
方

・
予

防
接

種
の

果
た

す
役

割
や

特
徴

等
を

踏
ま

え
た

、
そ

の
費

用
負

担
の

あ
り

方

（
５

）
予

防
接

種
に

関
す

る
評

価
・
検

討
組

織
の

あ
り

方
・

ワ
ク

チ
ン

の
有

効
性

や
安

全
性

に
関

す
る

調
査

研
究

・
情

報
収

集
・
評

価
の

方
法

を
推

進
す

る
体

制
・

諸
外

国
の

予
防

接
種

施
策

に
関

す
る

検
討

組
織

と
同

様
の

組
織

を
設

け
る

こ
と

の
必

要
性

・
そ

の
際

の
機

能
（
権

能
）
、

構
成

メ
ン

バ
ー

、
制

度
運

営
に

当
た

る
人

員
等

の
体

制
等

（
６

）
ワ

ク
チ

ン
の

研
究

開
発

の
促

進
と

生
産

基
盤

の
確

保
の

あ
り

方
・

ワ
ク

チ
ン

の
研

究
開

発
や

生
産

基
盤

の
方

策

予
防

接
種

制
度

の
抜

本
的

な
見

直
し

に
お

い
て

、

議
論

が
必

要
と

考
え

ら
れ

る
主

な
事

項
※

平
成

22
年

２
月

19
日

厚
生

科
学

審
議

会
感

染
症

分
科

会
予

防
接

種
部

会
「
予

防
接

種
制

度
の

見
直

し
に

つ
い

て
（
第

一
次

提
言

）
」
よ

り
抜

粋
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○
第

７
回

４
月

２
１
日

・
ワ

ク
チ

ン
の

研
究
開
発

の
促
進

と
生
産

基
盤

の
確

保

予
防

接
種

部
会

開
催

状
況

②

○
第

８
回

５
月

１
９
日

・
予

防
接

種
に

係
る
副
反

応
報
告

に
つ
い

て
・

予
防

接
種

の
医

療
経
済

性
の
評

価
に
つ

い
て

・
感

染
症

の
発

生
動
向
調

査
に
つ

い
て

○
第

９
回

６
月

１
６
日

・
予

防
接

種
に

関
す
る
評

価
・
検

討
組
織

に
つ

い
て

・
予

防
接

種
に

関
す
る
情

報
提
供

の
あ
り

方
に

つ
い

て

○
第

１
０

回
６

月
２

３
日

・
予

防
接

種
の

実
施
体
制

に
つ
い

て
・

予
防

接
種

に
か

か
る
健

康
被
害

救
済
に

つ
い

て

○
第

１
１

回
７

月
７

日
・

予
防

接
種

法
の

対
象
と

な
る
疾

病
・
ワ

ク
チ

ン
に

つ
い

て
国

立
感

染
症

研
究
所
よ

り
「
フ

ァ
ク
ト

シ
ー

ト
（

７
月

７
日

版
）

」
を

提
出

○
第

１
２

回
８

月
２

７
日

・
ワ

ク
チ

ン
評

価
に
関
す

る
小
委

員
会
に

つ
い

て
→

ワ
ク

チ
ン

評
価

に
関
す
る

小
委
員

会
を

設
置

・
ヒ

ト
パ

ピ
ロ

ー
マ
ウ
イ

ル
ス
（

HP
V
）
ワ

ク
チ

ン
に

つ
い

て

「
第

一
次

提
言

と
り

ま
と

め
以

降
、

有
識

者
か

ら
の

ヒ
ア

リ
ン

グ
を

中
心

に
実

施
」

○
第

１
３

回
９

月
１

４
日

・
予

防
接

種
に

対
す

る
考

え
方
に

つ
い
て

・
予

防
接

種
に

関
す

る
評

価
・
検

討
組
織

の
有
り

方
に
つ

い
て

○
第

１
４

回
１

０
月

６
日

・
予

防
接

種
部

会
か

ら
意

見
書

を
提

出
・

予
防

接
種

に
関

す
る

情
報

提
供

の
あ
り

方
に
つ

い
て

・
予

防
接

種
事

業
の

適
正

な
実
施

の
確
保

に
つ
い

て
（

副
反

応
報

告
に

つ
い

て
を
含

む
）

・
接

種
費

用
の

負
担

の
あ

り
方

・
ワ

ク
チ

ン
の

研
究

開
発

の
促
進

、
生
産

基
盤
の

あ
り
方

に
つ
い

て

○
第

１
５

回
１

０
月

２
９

日
・

部
会

に
お

い
て

委
員

等
よ

り
い

た
だ

い
た

ご
意

見
の

整
理

（
案

）

・
費

用
の

あ
り

方
に

関
す

る
議

論
に
お
い

て
特
に

留
意
す

る
点

・
予

防
接

種
に

か
か

る
費

用
に

つ
い
て
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１
位

置
づ

け
・
役

割
等

２
検

討
対

象
の

疾
病

・
ワ

ク
チ

ン

ヘ
モ

フ
ィ

ル
ス
イ

ン
フ

ル
エ
ン

ザ
菌
b型

(
Hi
b
)に

よ
る
感
染
症
、
肺
炎
球
菌
に
よ

る
感

染
症
、

ヒ
ト
パ

ピ
ロ

ー
マ
ウ

イ
ル
ス

（
H
PV
）

に
よ
る

感
染
症
、
水
痘
、
流
行
性
耳
下
腺
炎
、
Ｂ
型
肝

炎
、
百

日
せ
き

、
ポ
リ

オ

○
「

予
防

接
種

法
の

対
象
と

な
る
疾

病
・
ワ
ク
チ
ン
の
あ
り
方
」
に
つ
い
て

医
学

的
・

科
学

的
観

点
か

ら
の

検
討

・
と

り
ま

と
め

を
行

い
、

部
会
に

提
出
す
る
。

○
対

象
疾

病
の

個
人

や
社

会
に

及
ぼ

す
影

響
や

、
ワ

ク
チ

ン
の

目
的

や
効

果
等

に
つ

い
て

評
価

を
行

う
た

め
、

・
評

価
の

た
め

に
必

要
な

デ
ー

タ
の

収
集

や
検

証
方

法
・
評

価
に

際
し

て
の

手
法

や
判

断
の

視
点

の
明

確
化

を
行

い
、

各
疾

病
・
ワ

ク
チ

ン
に

つ
い

て
の

考
え

方
（
案

）
を

と
り

ま
と

め
る

。

■
小

委
員

会
委
員

（
○

委
員

長
）

池
田

俊
也

国
際

医
療

福
祉

大
学
教
授

岩
本

愛
吉

東
京

大
学

医
科

学
研
究
所
教
授

○
岡

部
信

彦
国

立
感

染
症
研

究
所
感
染
症
情
報
セ
ン
タ
ー
長

倉
田

毅
富

山
県

衛
生
研
究
所
長

廣
田

良
夫

大
阪

市
立

大
学

大
学
院
医
学
研
究
科
教
授

宮
崎

千
明

福
岡

市
立

西
部

療
育
セ
ン
タ
ー
長
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予
防

接
種

部
会

意
見

書
（

10
月

6日
）

厚
生

科
学

審
議

会
感

染
症

分
科

会
予

防
接

種
部

会
に

お
い

て
は

、
新

た
に

公
的

予
防

接
種

の
対

象
と

す
べ

き

疾
病

・
ワ

ク
チ

ン
を

含
め

、
今

後
の

予
防

接
種

の
あ

り
方

全
般

に
つ

い
て

検
討

を
行

っ
て

い
る

と
こ

ろ
で

あ
る

が
、

現
在

、
部

会
の

下
に

小
委

員
会

及
び

作
業

チ
ー

ム
を

置
い

て
検

討
を

進
め

て
お

り
、

そ
の

考
え

方
に

つ
い

て
と

り
ま

と
め

を
行

っ
た

上
で

、
部

会
と

し
て

の
提

言
と

す
る

こ
と

と
し

て
い

る
。

一
方

、
厚

生
労

働
省

に
お

い
て

は
、

ヒ
ト

パ
ピ

ロ
ー

マ
ウ

イ
ル

ス
（

H
PV

）
ワ

ク
チ

ン
の

接
種

促
進

を
念

頭
に

お
い

た

情
報

収
集

、
分

析
を

目
的

と
す

る
予

算
事

業
を

要
求

し
て

い
る

が
、

こ
れ

に
加

え
、

他
の

疾
病

・
ワ

ク
チ

ン
に

つ
い

て
も

、
適

宜
、

予
防

接
種

法
に

お
け

る
定

期
接

種
に

位
置

づ
け

る
こ

と
を

想
定

し
た

対
応

を
検

討
す

べ
き

で
あ

る
。

特
に

、
①

W
H

O
が

全
て

の
地

域
に

向
け

て
接

種
に

関
す

る
推

奨
の

勧
告

を
行

っ
て

お
り

、
先

進
諸

国
で

も
実

施
さ

れ
て

い
る

も
の

の
、

我
が

国
で

は
未

実
施

で
あ

る
②

ヘ
モ

フ
ィ

ル
ス

イ
ン

フ
ル

エ
ン

ザ
菌

ｂ
型

（
H

ib
）
、

肺
炎

球
菌

の
感

染
に

よ
る

細
菌

性
髄

膜
炎

で
乳

幼
児

が
死

亡
し

、
H

PV
感

染
に

よ
る

子
宮

頸
が

ん
で

死
亡

す
る

女
性

も
多

い
③

ワ
ク

チ
ン

の
有

効
性

は
高

い
と

評
価

さ
れ

る
④

H
ib

、
肺

炎
球

菌
は

、
重

度
の

後
遺

症
の

発
症

頻
度

が
高

い
こ

と
、

そ
の

接
種

促
進

に
対

す
る

国
民

の
要

請
も

高
い

こ
と

か
ら

、
H

ib
、

肺
炎

球
菌

、
H

PV
ワ

ク
チ

ン
は

、
予

防
接

種
法

上
の

定
期

接
種

に
位

置
づ

け
る

方
向

で
急

ぎ
検

討
す

べ
き

で
あ

る
。

な
お

、
本

部
会

に
お

い
て

は
、

引
き

続
き

、
水

痘
、

お
た

ふ
く
か

ぜ
、

B型
肝

炎
等

そ
の

他
の

疾
病

・
ワ

ク
チ

ン
も

検

討
を

進
め

る
と

と
も

に
、

予
防

接
種

に
関

す
る

評
価

・
検

討
組

織
の

設
置

に
つ

い
て

の
議

論
等

を
行

い
、

今
後

の
予

防
接

種
の

あ
り

方
に

つ
い

て
提

言
を

と
り

ま
と

め
る

こ
と

と
し

た
い

。

平
成

22
年

10
月

6日
厚

生
科

学
審

議
会

感
染

症
分

科
会

予
防

接
種

部
会

部
会

長
加

藤
達

夫
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子
宮

頸
が

ん
等

ワ
ク

チ
ン

接
種

緊
急

促
進

臨
時

特
例

交
付

金
に

つ
い

て

■
基

金
の

助
成

範
囲

等
○

基
金

の
対

象
疾
病

・
ワ
ク

チ
ン

：
子

宮
頸

が
ん
予
防
（
Ｈ
Ｐ
Ｖ
）
ワ

ク
チ
ン

ヒ
ブ

（
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
菌
ｂ

型
）
ワ

ク
チ
ン

小
児

用
肺
炎
球
菌
ワ
ク
チ
ン

○
基

金
の

設
置

：
基

金
は

、
都
道
府
県
に
設
置
し
、
市
町
村
の
事
業
に

対
し

助
成
す

る

○
負

担
割

合
：

国
１

／
２
、
市
町
村
１
／

２
（

都
道

府
県

事
務

費
１

／
２
は

都
道
府

県
負
担

）

※
公

費
カ

バ
ー

率
9
割

：
市

町
村

に
お

け
る

柔
軟

な
制

度
設
計
は

可
能

○
基

金
の

期
間

：
平

成
2
2
年
11
月
2
6日

（
補
正
予
算
成
立
日
）
～
平

成
23
年

度
末
ま

で

※
補

正
予

算
成

立
日

か
ら

適
用

○
そ

の
他

: 
 被

害
救
済
に
万
全
を
期
す
る
た
め
、
助
成
対
象
事

業
に

は
民
間

保
険
へ

の
加
入

、

健
康

被
害
副
反
応
報
告
が
行
わ
れ
る
た
め
の
措
置

を
講
じ

る
こ
と

を
要
件

と
す

る

※
平

成
2
3
年

度
予

算
概

算
要

求
に

計
上

し
て

い
る

子
宮
頸
が

ん
予
防

対
策
強

化
事
業

は

取
り

下
げ

○
予
防
接

種
部

会
に
お

け
る
意

見
書
（
１
０
月
６
日
）
や
、
国
際
動
向
、
疾
病

の
重
篤

性
等
に

か
ん
が

み
、

子
宮

頸
が

ん
予

防
（
H
PV
）

ワ
ク
チ

ン
、
ヒ
ブ
（
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
菌
ｂ
型
）

ワ
ク

チ
ン
、

小
児
用

肺
炎

球
菌

ワ
ク

チ
ン

は
、
予

防
接
種

法
上
の
定
期
接
種
化
に
向
け
た
検
討
を
行
う
こ

と
と
し

て
い
る

。
○

こ
れ

を
踏
ま

え
、

対
象
年

齢
層
に
、
緊
急
に
ひ
と
と
お
り
の
接
種
を
提
供
し

て
、

こ
れ
ら

の
予
防

接
種

を
促

進
す

る
た

め
の
基

金
を
都

道
府
県
に
設
置
し
、
補
正
予
算
に
お
い
て
必
要

な
経
費

を
措
置

す
る
。

趣
旨

事
業
概

要

16



国

市
町

村

事
業

ス
キ

ー
ム

（
大

ま
か

な
イ

メ
ー

ジ
）

（
子

宮
頸

が
ん

等
ワ

ク
チ

ン
接

種
緊

急
促

進
臨

時
特

例
交

付
金

）

基
金

に
交

付

ワ
ク
チ
ン

接
種

緊
急

促
進

基
金

基
金

よ
り

助
成

（
基

金
1/

2 
 市

町
村

1/
2）

医
療

機
関

接
種

の
委

託
契

約
の

締
結

接
種

（
対

象
疾

病
・
ワ

ク
チ

ン
）

・
子

宮
頸

が
ん

予
防

（
Ｈ

Ｐ
Ｖ

）
ワ

ク
チ

ン
・

ヒ
ブ

（
イ

ン
フ

ル
エ

ン
ザ

菌
ｂ
型

）
ワ

ク
チ

ン
・

小
児

用
肺

炎
球

菌
ワ

ク
チ

ン

交
付

申
請

基
金

残
余

金
返

納

基
金

造
成

（
積

立
）

拠
出

（
取

崩
）

助
成

申
請

ワ
ク
チ
ン

接
種

緊
急

促
進

事
業

都
道

府
県

被
接

種
者

17



【
接

種
対

象
者

】
０

～
４

歳
の

乳
幼
児

標
準

的
な
接
種
パ

タ
ー

ン
・

生
後

２
か

月
以
上

７
か

月
未
満

に
開
始

：
３
回
接
種
（
初
回
）
、
３
回
接
種
か
ら
６
０
日
以
上

の
間
隔

に
１
回

接
種
（

追
加
）

キ
ャ
ッ
チ
ア
ッ
プ

（
標
準
的
な
接
種
パ
タ
ー
ン
以
外
）
※
以
下
の
よ
う
に
す
る
こ
と
が
で
き
る

・
生
後
７
か
月
以

上
１
２
か
月
未
満
に
開
始
：
２
回
接
種
（
初
回
）
、
２
回
接
種
か
ら
６
０
日
以
上
の
間
隔
に
１
回
接
種
（
追
加
）

・
生
後
１
２
か
月

以
上
２
４
か
月
（
１
歳
）
未
満
に
開
始
：
２
回
接
種
（
６
０
日
以
上
の
間
隔
）

・
２
歳
以
上
５
歳

未
満
に
開
始
：
１
回
接
種

※
侵

襲
性

肺
炎
球
菌

感
染
症
は
２
４
か
月
未
満
の
小
児
に
お
い
て
最
大
と
な
る
こ
と
、
世
界
保
健
機
構
（
Ｗ
Ｈ
Ｏ
）
の
勧
告
等
を
踏
ま
え
設
定

【
接

種
対

象
者

】
中

学
校

１
年

生
（
１
３

歳
相

当
）

～
高

校
１

年
生

（
１

６
歳

相
当

）
の

女
子
：

３
回
接

種
（
例
外
と
し
て
、
小
学
校

６
年
生
（
１
２
歳
相
当
）
の
女
子
も
対
象
と
す
る
こ
と
も
可
能
〔
こ
の
場
合
の
助
成
対
象
範
囲
は

最
大
４
学
年
内
ま
で
と
す
る
〕
）

標
準

的
な
接
種
パ

タ
ー

ン
・

中
学
１

年
生

（
１

３
歳
相

当
）
の

女
子
に
３
回
接
種

キ
ャ
ッ
チ
ア
ッ
プ
（
標
準
的
な
接
種
パ
タ
ー
ン
以
外
）

・
中
学
２
年
生
（
１
４
歳
相
当
）
～
高
校
１
年
生
（
１
６
歳
相
当
）
の
女
子
に
３
回
接
種

※
子

宮
頸

が
ん
の
原
因
と
な
る
Ｈ
Ｐ
Ｖ
が
主
に
性
交
渉
で
感
染
す
る
こ
と
か
ら
初
回
性
交
渉
前
に
接
種
す
る
こ
と
が
推
奨
さ
れ
る
こ
と
、
ワ
ク
チ
ン
の
予
防
効
果
の

持
続

期
間
が
確
立
し
て
い
な
い
こ
と
等
か
ら
、
専

門
家
の
総
合
的
な
議
論
を
踏
ま
え
設
定

【
接

種
対

象
者

】
０

～
４

歳
の

乳
幼
児

標
準

的
な
接
種
パ

タ
ー

ン
・

生
後
２

か
月

以
上

７
か
月

未
満
に

開
始
：
３
回
接
種
（
初
回
）
、
３
回
接
種
か
ら
お
お
む
ね

１
年

の
間
隔

に
１
回

接
種
（

追
加
）

キ
ャ

ッ
チ
ア
ッ
プ
（
標
準
的
な
接
種
パ
タ
ー
ン
以
外
）
※
以
下
の
よ
う
に
す
る
こ
と
が
で
き
る

・
生
後
７
か
月
以
上
１
２
か
月
未
満
に
開
始
：
２
回
接
種
（
初
回
）
、
２
回
接
種
か
ら
概
ね
１
年
後
に
１
回
接
種
（
追
加
）

・
１
歳
以
上
５
歳
未
満
に
開
始
：
１
回
接
種

※
ヒ

ブ
ワ

ク
チ
ン
の
添
付
文
書
に
基
づ
き
設
定

子
宮

頸
が

ん
予

防
（
Ｈ

Ｐ
Ｖ

）
ワ

ク
チ

ン

小
児

用
肺

炎
球

菌
ワ

ク
チ

ン

ヒ
ブ

（
イ

ン
フ

ル
エ

ン
ザ

菌
ｂ
型

）
ワ

ク
チ

ン

本
事

業
の

接
種

の
対

象
者

に
つ

い
て

※
接

種
対

象
者

の
年

齢
の
範

囲
で
市

町
村
が

独
自

で
接

種
年

齢
を

設
定

す
る

こ
と

は
可

能
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1

1
0

1
0
0

1
0
0
0

1962

65

68

71

74

77

80

83

86

89

92

95

98

01

04

07

年

塗
抹

陽
性

肺
結

核
喀

痰
塗

抹
陽

性
肺

結
核

★
 結

核
緊

急
事

態
宣

言
、

1
9
9
9

人
口

1
0
万

対
率

*

*
 罹

患
者

定
義

の
変

更

★

全
結

核

結
核

罹
患

率
の

推
移

20
09

年
全

結
核

罹
患

率
：

19
.0

人

19
98

年
に

罹
患

者
の

定
義

か
ら

非
定

型
抗

酸
菌

症
を

除
外

19



・
結

核
患

者
は

減
少

傾
向

に
あ

る
が

、
平

成
21

年
に

は
約

2万
4千

人
の

新
規

患
者

が
発

生
し

、
約

２
千

人
が

死
亡

し
て

い
る

。
・
抗

結
核

薬
に

耐
性

を
有

す
る

多
剤

耐
性

結
核

の
発

生
・
住

所
不

定
者

や
外

国
人

な
ど

の
ハ

イ
リ

ス
ク

グ
ル

ー
プ

で
の

感
染

拡
大

・
高

齢
者

に
お

け
る

再
発

・
働

き
盛

り
の

受
診

の
遅

れ
な

ど

結
核

に
関

す
る

特
定

感
染

症
予

防
指

針
の

改
正

平
成

22
年

度
中

に
改

正
案

を
作

成
し

、
そ

の
中

に
結

核
病

床
確

保
や

地
域

連
携

体
制

の
強

化
等

、
近

年
の

状
況

を
踏

ま
え

た
対

策
方

針
を

盛
り

込
む

予
定

。
都

道
府

県
等

に
は

、
こ

の
予

防
指

針
を

踏
ま

え
た

適
正

な
運

用
を

お
願

い
す

る
。

結
核

対
策

特
別

促
進

事
業

の
活

用

患
者

へ
の

服
薬

管
理

を
徹

底
し

、
確

実

に
治

療
を

行
う

直
接

服
薬

確
認

事
業

（
Ｄ

Ｏ
Ｔ

Ｓ
）
等

、
地

域
の

実
情

に
応

じ
た

対
策

に
国

庫
補

助
を

実
施

す
る

の
で

、
都

道
府

県
等

に
は

、
こ

れ
ら

を
活

用
し

、
結

核
対

策
の

一
層

の
推

進
を

お
願

い
す

る
。

現
状
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H
T
L
V

-
1
総

合
対

策
の

骨
子

国
、

地
方

公
共

団
体

、
医

療
機

関
、

患
者

団
体

等
の

密
接

な
連

携
を

図
り

、
H

T
L
V

-
1
対

策
を

強
力

に
推

進
●

厚
生

労
働

省
：

・
H

T
L
V

-
1
対

策
推

進
協

議
会

の
設

置
患

者
、

専
門

家
等

が
参

画
し

、
協

議
会

で
の

議
論

を
踏

ま
え

て
、

総
合

対
策

を
推

進

・
省

内
連

携
体

制
の

確
立

と
、

窓
口

担
当

者
の

明
確

化

●
都

道
府

県
：

H
T
L
V

-
1
母

子
感

染
対

策
協

議
会

●
研

究
班

：
H

T
L
V

-
1
・
A

T
L
・
H

A
M

に
関

連
す

る
研

究
班

の
総

括
的

な
班

会
議

研
究

班
の

連
携

強
化

、
研

究
の

戦
略

的
推

進

推
進

体
制

１
感

染
予

防
対

策
○

全
国

的
な

妊
婦

の
H

TL
V-

1抗
体

検
査

と
、

保
健

指
導

の
実

施
体

制
の

整
備

○
保

健
所

に
お

け
る

H
TL

V-
1抗

体
検

査
と

、
相

談
指

導
の

実
施

体
制

の
整

備

２
相

談
支

援
（
カ

ウ
ン

セ
リ

ン
グ

）
○

H
TL

V-
1キ

ャ
リ

ア
や

AT
L・

H
A

M
患

者
に

対
す

る
相

談
体

制
の

整
備

・
相

談
従

事
者

へ
の

研
修

の
実

施
や

マ
ニ

ュ
ア

ル
等

の
配

布
※

相
談

体
制

の
構

築
や

手
引

き
の

作
成

等
に

お
い

て
、

患
者

団
体

等
の

協
力

も
得

な
が

ら
実

施

３
医

療
体

制
の

整
備

○
検

査
精

度
の

向
上

や
発

症
リ

ス
ク

の
解

明
に

向
け

、
標

準
的

な
H

TL
V-

1ウ
イ

ル
ス

の
PC

R検
査

方
法

等
の

研
究

の
推

進
○

AT
L治

療
に

係
る

医
療

連
携

体
制

等
の

整
備

、
地

域
の

中
核

的
医

療
機

関
を

中
心

と
し

た
H

A
M

の
診

療
体

制
に

関
す

る
情

報
提

供
○

AT
L及

び
H

A
M

の
治

療
法

の
開

発
・
研

究
の

推
進

、
診

療
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
の

策
定

・
普

及

４
普

及
啓

発
・
情

報
提

供
○

厚
労

省
の

ホ
ー

ム
ペ

ー
ジ

の
充

実
等

、
国

民
へ

の
正

し
い

知
識

の
普

及
○

母
子

感
染

予
防

の
た

め
、

ポ
ス

タ
ー

、
母

子
健

康
手

帳
に

挟
む

リ
ー

フ
レ

ッ
ト

等
を

配
布

○
医

療
従

事
者

や
相

談
担

当
者

に
対

し
て

、
研

修
等

を
通

じ
て

正
し

い
知

識
を

普
及

５
研

究
開

発
の

推
進

○
実

態
把

握
、

病
態

解
明

、
診

断
・
治

療
等

の
研

究
を

総
合

的
・
戦

略
的

に
推

進
○

H
TL

V-
1関

連
疾

患
研

究
領

域
を

設
け

、
研

究
費

を
大

幅
に

拡
充

重
点

施
策

（
Ｈ

２
２

．
１

２
．

２
０

Ｈ
Ｔ

Ｌ
Ｖ

－
１

特
命

チ
ー

ム
）
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多
剤

耐
性

菌
対

策
に

つ
い

て

平
成

22
年

10
月

の
厚

生
科

学
審

議
会

感
染

症
分

科
会

感
染

症
部

会
に

お
け

る
審

議
を

踏
ま

え
、

国
民

の
関

心

が
高

く
、

諸
外

国
の

状
況

か
ら

も
増

加
の

懸
念

さ
れ

る
薬

剤
耐

性
ア

シ
ネ

ト
バ

ク
タ

ー
感

染
症

に
つ

い
て

、
緊

急

に
全

国
的

な
対

策
を

促
す

観
点

か
ら

、
そ

の
動

向
を

幅
広

く
把

握
す

る
た

め
、

感
染

症
法

の
五

類
感

染
症

に
位

置
づ

け
、

定
点

医
療

機
関

で
発

生
動

向
を

把
握

す
る

対
象

疾
病

に
指

定
す

べ
き

と
さ

れ
た

こ
と

か
ら

、
所

要
の

省
令

改
正

等
を

実
施

。

平
成

22
年

の
帝

京
大

学
医

学
部

附
属

病
院

に
お

け
る

多
剤

耐
性

ア
シ

ネ
ト

バ
ク

タ
ー

の
院

内
感

染
事

例
等

を
踏

ま
え

、
多

剤
耐

性
菌

対
策

の
着

実
な

推
進

を
実

施
。

○
感

染
症

の
予

防
及

び
感

染
症

の
患

者
に

対
す

る
医

療
に

関
す

る
法

律
施

行
規

則
の

一
部

を
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２．肝炎対策について

Ｂ型・Ｃ型ウイルス性肝炎は、国内最大級の慢性感染症であり、その対策は、国民

的課題であることから、従来より、国民の健康保持・増進及び不安解消のため、総合

的対策を講じ、早期発見・早期治療の促進に努めてきたところである。

こうした中、肝炎対策をより一層総合的に推進するため、平成２２年１月に「肝炎

対策基本法 （平成２１年法律第９７号）が施行されており、同法の趣旨・理念を踏」

まえた施策等を進めていくこととしている。このため、各都道府県におかれても、本

法の趣旨等を踏まえた肝炎対策への取組について、管内市町村、関係団体・機関等に

周知を図るとともに、その運用に遺漏なきようお願いする。

また、同法に規定された「肝炎対策基本指針」の策定に向け、肝炎対策推進協議会

における議論等を踏まえながら、具体的な施策の検討などに取り組んでいるところで

ある。今後とも、肝炎対策に係る種々の依頼などをさせていただくこととなるので、

御協力をお願いする。

また、平成２３年度においては、本法の趣旨等を踏まえ、より一層肝炎対策を強化

することとしているので、その実施に当たっては、特に次の点について、適正かつ円

滑な実施に格段の御配慮をお願いする。

・ 国民の安心を守る肝炎対策強化推進事業について

平成２３年度予算（案）においては、肝炎対策基本法の趣旨等を踏まえた新たな取

組として、元気な日本復活特別枠で要望していた「国民の安心を守る肝炎対策強化推

進事業」が、総額約３５億円で認められたところである。

、 、早期発見・早期治療の促進のためには 肝炎ウイルス感染の有無を認識することが

とりわけ重要であることから、平成２３年度から、肝炎ウイルス検査の未受検者に対

する個別の受検勧奨を始め、治療に踏み切れない者等に対して助言を行うことで適切

な治療へとつなげるための人材養成や、その受療の促進の一助となる肝炎に関する各

種情報を掲載した手帳の配布等を実施する予定である。

具体的には、下記のとおりであるが、受検勧奨及び適切な受療勧奨の一層の促進の

ため、住民や医療機関等に対する周知に遺漏なきよう取り組んでいただきたい。

（１）特定年齢の者を対象とした個別勧奨メニュー等の追加

① ４０歳以上の５歳刻みの者を対象とした個別勧奨

市町村が実施主体となって行う健康増進事業の肝炎ウイルス検診において、受

検に関する通知を対象者に直接送付する。

② 検査費用に係る自己負担分の負担軽減

個別勧奨対象者の肝炎ウイルス検査の自己負担分を軽減（無料とすることも可

能）することにより、受検促進を図る。
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③ 出張型検査の実施

検査会場を保健所や委託医療機関内だけでなく、県内各所の要請に応じた検査

会場とすることも可能とする。

（２）適切な肝炎治療へつなげるための人材養成等メニューの追加

① 市町村の保健師、医療機関の看護師、企業等の健康管理担当者等に対して肝

炎に関する情報（支援制度、医療提供体制等）を習得させ、治療に結びついて

いない要治療者に助言を行う。

② 肝炎患者や肝炎ウイルス検査で陽性と判断された者等に対して、肝炎の基礎

情報から公的支援制度の概要、治療経過の記録等ができる手帳を配布する。

なお、都道府県、保健所設置市等が主体となって行う緊急肝炎ウイルス検査事業に

ついては、平成２３年度においても継続して実施することとしている。ついては、従

、 、前の肝炎ウイルス検査事業とともに 一人でも多くの感染者の早期発見に資するよう

積極的な広報、運用をお願いしたい。
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３．がん対策について

（１）がん対策推進基本計画の変更に関する検討について

がんは、昭和５６年以降我が国における最も大きな死亡原因となっており、現在で

は年間死亡者数が３０万人を超え、亡くなられる方の３人に１人の方が、がんによる

ものである （参考１）。

また、高齢化社会の進展等により、生涯のうちにがんに罹る可能性は、国民の２人

に１人と推計されており、日本人にとって国民病といっても過言でない状況にある。

、 「 」（ 「 」 。）こうした状況を踏まえ 平成１８年に がん対策基本法 以下 基本法 という

が成立し平成１９年４月に施行され、がん対策を総合的かつ計画的に推進することと

し、平成１９年６月には、がん対策の基本的方向について定めるとともに、都道府県

「 」（ 「 」 。）がん対策推進計画の基本となる がん対策推進基本計画 以下 基本計画 という

が閣議決定された（参考２ 。）

基本計画は、基本法において、少なくとも５年ごとに検討し、変更することとなっ

、 、 。ており 厚生労働省としては 平成２４年度に基本計画の変更を行うこととしている

基本計画の進捗状況を把握し、計画に示された目標達成に向けた更なる取組を推進す

、 、 、 、るため 平成２２年６月には がん対策推進協議会の意見を聴き 検討を行った上で

基本計画の中間報告を取りまとめ、公表した（参考３ 。）

、 、 、 、また 計画変更に向けた専門的な議論を進めるため 平成２３年１月に 小児がん

、 、緩和ケア がん研究についての専門委員会をがん対策推進協議会に設置するなどして

計画変更に関する検討を行っているところである（参考４ 。）

、 、「 」都道府県においては 国の基本計画の変更を踏まえ 都道府県がん対策推進計画

及び「がん対策推進計画を推進するための都道府県の主な取組（通称アクションプラ

ン （以下「都道府県計画等」と総称する ）について見直しを行い、必要に応じて）」 。

、 。変更いただくことが望まれるため 都道府県計画等の変更に向け検討をお願いしたい

（２）がん対策予算について

がん対策については、基本法及び基本計画を踏まえ、平成２２年度においても引き

続き、より一層の充実を図っていくこととしている。

平成２３年度予算案（参考５）においては、がん医療に関する相談支援やがん検診

の受診率向上に向けた取組を強化することとしており、主に以下の事業を盛り込んだ

ところである。

① 都道府県がん対策推進事業（９．４億円）において、都道府県が新たに地域統

、 、 、括相談支援センターを設置し 患者・家族らのがんに関する相談について 心理

医療や生活・介護等様々な分野に関する相談をワンストップで提供する体制を支

援するための事業を補助メニューとして追加する （参考６）。

地域総括相談支援センターは、都道府県がん診療連携拠点病院内に設置するこ

とも可能であるが、相談支援センターが病院内に設置されていては、主治医に気
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を遣って患者が相談しづらいという声があることなどを踏まえ、医療機関から独

立して相談を行うことや、またピアサポーターを活用したがんサロンを開設する

こと等が期待されている。当該事業は、ＮＰＯ法人等に委託することも可能であ

り、地域の実情に応じて、当該事業の積極的な活用をお願いしたい。

② がん診療連携拠点病院機能強化事業（３４．３億円）において、がん診療連携

拠点病院において専門病理医を育成するとともに、病理診断業務の軽減を図るた

めの病理診断補助員の確保等を図るために要する費用を新たに助成する （参考。

７）

③ 新たに、大腸がん検診受診希望者に大腸がん検査キットを直接送付するなどの

市町村が実施する事業に要する費用の一部を助成する働く世代への大腸がん検診

推進事業（４０．８億円）を創設する （参考８）。

具体的には、一定の年齢（４０～６０歳の５歳刻み）の方全員に無料クーポン

券等を送付し、がん検診の重要性や検診方法を理解いただくとともに、受診希望

者に大腸がん検査キットを直接送付してがん検診を受けやすくする体制を市町村

で整備するための事業に要する費用の一部を助成するものである。

これらの事業の詳細については、追ってお示しすることとしているが、各都道府県

におかれては、都道府県計画等の目標達成に向け、新規事業を含めたがん対策の実施

に必要な財源の確保について特段の御配慮をお願いする。特に、地域統括相談支援セ

ンターの実施主体の検討や新たな病理医や病理診断補助員の確保に向けた検討等を進

めていただきたい。また、大腸がん検診を含めたがん検診の推進については、管下市

町村への助言・指導をお願いする。
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す
る
情

報
の

収
集

提
供
体

制
の
整

備
等

が
ん
医

療
の

均
て
ん
化

の
促

進
等

○
が

ん
に
関

す
る
研

究
の

促
進

○
研

究
成

果
の

活
用

○
医

薬
品

及
び
医

療
機

器
の

早
期

承
認
に

資
す
る
治

験
の

促
進

○
臨

床
研

究
に
係

る
環

境
整

備

研
究

の
推

進
等

国 民

参
考
２
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３
．
が

ん
医

療
に
関
す
る
相

談
支

援
及
び
情

報
提
供

１
．
が

ん
医

療
①

放
射

線
療
法
及
び
化

学
療
法
の
推
進
並
び
に
医

療
従
事
者
の
育
成

②
緩

和
ケ
ア

③
在

宅
医

療
④

診
療

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の

作
成

⑤
そ
の

他

４
．
が

ん
登

録

（
１
）
放

射
線

療
法
・
化
学

療
法
の

推
進
、

こ
れ

ら
を
専

門
的

に
行

う
医

師
等

の
育

成
（
３
）
が

ん
登
録

の
推
進

２
．
医

療
機
関
の
整
備
等

☆
す
べ

て
の

２
次

医
療

圏
に
お
い
て
、
概

ね
１
箇
所
程

度
拠

点
病
院
を
設

置
【
３
年

以
内

】

☆
５
大

が
ん
に
関

す
る
地

域
連

携
ク
リ
テ
ィ
カ
ル

パ
ス

を
整

備
【
５
年
以
内
】

☆
す
べ

て
の

２
次

医
療

圏
に
お
い
て
、
相

談
支

援
セ
ン
タ
ー
を
概

ね
１

箇
所

以
上
整
備

【
３
年

以
内

】

☆
院

内
が

ん
登

録
を
実

施
し
て
い
る
医

療
機
関
を
増

加

５
．
が

ん
の

予
防

６
．
が

ん
の

早
期
発
見

７
．
が

ん
研

究

☆
が

ん
対

策
に
資

す
る

研
究

を
よ
り
一

層
推
進

☆
が

ん
検

診
の

受
診
率
に
つ
い
て
、

５
０
％

以
上

と
す
る
【
５
年
以
内

】

☆
未

成
年

者
の
喫
煙
率
を

０
％

と
す
る
【
３
年

以
内
】

（
２
）

治
療

の
初

期
段

階
か

ら
の

緩
和

ケ
ア
の

実
施

全
て
の

が
ん
患

者
及

び
そ
の

家
族
の

苦
痛

の
軽

減
並

び
に
療

養
生
活
の

質
の
向

上
が

ん
に
よ
る
死

亡
者

の
減

少
（
７
５
歳

未
満

の
年
齢

調
整
死

亡
率
の

２
０
％

減
少

）

☆
す
べ

て
の

拠
点

病
院
に
お
い
て
、
放
射
線
療
法

及
び
外
来
化
学
療
法

を
実

施
【
５
年
以
内

】

☆
す
べ

て
の

が
ん
診

療
に
携

わ
る
医
師
が
研
修
等
に
よ
り
、
緩
和
ケ
ア
に

つ
い
て
の

基
本

的
な
知
識
を
習

得
【
１
０
年
以
内
（
運
用
上
５
年
以
内
）
】

が
ん
対
策
推

進
基

本
計

画

重
点

的
に
取

り
組

む
べ

き
課
題

分
野

別
施

策
及
び
そ
の

成
果

や
達
成

度
を
計
る
た
め
の

個
別

目
標

全
体

目
標

【１
０
年

以
内
】

（
平
成

1
9
年

6月
閣

議
決

定
）
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が
ん
対
策

推
進
基
本
計
画

中
間

報
告

書


平
成

19
年
に
策
定
さ
れ
た
５
か

年
計
画
の
進
捗
状
況
を
把
握


全

体
目
標
（
死
亡
の
減

少
と
Ｑ
Ｏ
Ｌ

向
上


個

別
目
標
（
が
ん
医
療
・
医

療
機

関
の

整
備
等
・
相
談
支
援

情
報

提
供

・
が

ん
登

録
・
予
防
・
早
期

発
見

・
研

究
の
７
分
野
）


計
画
に
示
さ
れ
た
目
標
達
成
に

向
け
た
更
な
る
取
組
の
推
進


次
期
基
本
計
画
を
作
成
す
る
際

に
検
討
す
べ
き
今
後
の
課
題

6
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が
ん
対
策
推
進
基
本
計
画
の
変
更
に
係
る
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

A
m

en
dm

en
t S

ch
ed

ul
e 

of
 B

as
ic

 P
la

n 
to

 P
ro

m
ot

e 
Ca

nc
er

 C
on

tr
ol

 P
ro

gr
am

s

H
1
8
年

度
H
1
9
年
度

H
2
0

H
2
1
年

度
H
2
2
年

度
H
2
3
年
度

H
2
4

が ん 対 策 の 推 進 に 関 す る 意 見 交 換 会 （ 計 5 回 ）

が ん 対 策 基 本 法 施 行 （ ４ 月 １ 日 ）

1
1
～

3
月

4
月

～
５

月

が ん 対 策 推 進 協 議 会 （ 基 本 法 策 定 関 係 ） （ 計 5 回 ）

6
月 が ん 対 策 推 進 基 本 計 画 策 定 閣 議 決 定 （ 6 月 １ ５ 日 ）

が ん 対 策 推 進 協 議 会 （ 中 間 報 告 関 係 ） （ 計 ４ 回 ）

６
～

３
月

６
月

が ん 対 策 推 進 基 本 計 画 中 間 報 告 策 定 （ ６ 月 １ ５ 日 ）

協
議

会
へ

の
報

告
(４

回
)

・
予

算
関

係
・

施
策

進
捗

状
況

・
各

種
統

計
・

目
標

の
達

成
状

況
等

中
間

報
告

等
か

ら
、

目
標

の
進

捗
及

び
評

価
等

に
つ

い
て

議
論

が ん 対 策 推 進 基 本 計 画 の 変 更 （ 案 ）

が ん 対 策 推 進 基 本 計 画 の 変 更 （ 案 ） パ ブ リ ッ ク コ メ ン ト 募 集

が ん 対 策 推 進 基 本 計 画 変 更 に 係 る 手 続 き

が ん 対 策 推 進 基 本 計 画 の 変 更 閣 議 決 定 ・ 施 行

協
議

会
の

下
に

専
門

委
員

会
を

設
置

・
が

ん
研

究
分

野
・

緩
和

ケ
ア

分
野

・
小

児
が

ん
分

野

参
考
４
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が
ん

対
策

の
推

進
に

つ
い

て
平

成
２

３
年

度
予

算
（

案
）

３
４

３
億

円
（

２
２

年
度

当
初

予
算

額
３

１
６

億
円

）

○
平

成
１

９
年

４
月

に
施

行
さ

れ
た

「
が

ん
対

策
基

本
法

」
及

び
同

年
６

月
に

策
定

さ
れ

た
「

が
ん

対
策

推
進

基
本

計
画

」
の

個
別

目
標

の
進

捗
状

況
を

、
質

・
量

の
両

面
か

ら
把

握
・

評
価

し
つ

つ
、

総
合

的
か

つ
計

画
的

に
対

策
を

推
進

す
る

。
基

本
的

な
考

え
方

放
射

線
療

法
及

び
化

学
療

法
の

推
進

並
び

に
こ

れ
ら

を
専

門
的

に
行

う
医

師
等

の
育

成
3
6
億
円

4
3
億
円

(1
)が

ん
医

療
専

門
医

等
が

ん
医

療
専

門
ス

タ
ッ

フ
の

育
成

1
.1

7
.6

・
が

ん
診

療
連

携
拠

点
病

院
に

携
わ

る
医

療
従

事
者

の
計

画
的

育
成

0
.8

2
.0

(2
)が

ん
診

療
連

携
拠

点
病

院
の

機
能

強
化

3
4
.3

3
4
.3

(3
)国

際
共

同
治

験
及

び
新

薬
の

早
期

承
認

等
の

推
進

0
.8

0
.9

治
療

の
初

期
段

階
か

ら
の

緩
和

ケ
ア

の
実

施
4
億

円
6
億

円

(1
)緩

和
ケ

ア
の

質
の

向
上

及
び

医
療

用
麻

薬
の

適
正

使
用

の
推

進
3
.6

5
.2

・
イ

ン
タ

ー
ネ

ッ
ト

を
活

用
し

た
専

門
医

の
育

成

・
が

ん
医

療
に

携
わ

る
医

師
へ

の
緩

和
ケ

ア
研

修

・
医

療
用

麻
薬

適
正

使
用

の
推

進

(2
)在

宅
緩

和
ケ

ア
対

策
の

推
進

0
.3

1
.0

・
在

宅
訪

問
看

護
ｽ
ﾃ
ｰ
ｼ
ｮ
ﾝ
・

医
療

機
関

に
勤

務
す

る
看

護
師

の
相

互
研

修

が
ん

登
録

の
推

進
と

が
ん

医
療

に
関

す
る

相
談

支
援

及
び

情
報

提
供

体
制

の
整

備
9
億

円
7
億

円

・
院

内
が

ん
登

録
の

推
進

※
１

・
が

ん
登

録
実

施
に

関
す

る
調

査
・

制
度

管
理

、
指

導
※

１

・
が

ん
総

合
相

談
に

携
わ

る
者

に
対

す
る

研
修

プ
ロ

グ
ラ

ム
策

定
事

業
0
.5

－

・
都

道
府

県
が

ん
対

策
推

進
事

業
（

緩
和

ケ
ア

研
修

を
除

く
）

8
.2

6
.8

が
ん

予
防

・
早

期
発

見
の

推
進

と
医

療
水

準
均

て
ん

化
促

進
1
3
9
億

円
1
1
1
億

円

(1
)が

ん
予

防
の

推
進

と
普

及
啓

発
1
7
.8

2
2
.1

(2
)が

ん
の

早
期

発
見

と
質

の
高

い
が

ん
検

診
の

普
及

1
2
0
.3

8
4
.0

・
働

く
世

代
へ

の
大

腸
が

ん
検

診
推

進
事

業
4
0
.8

－

・
女

性
特

有
の

が
ん

検
診

推
進

事
業

7
2
.2

7
5
.7

・
が

ん
検

診
受

診
率

分
析

委
託

事
業

0
.6

－

(3
)が

ん
医

療
水

準
均

て
ん

化
の

促
進

0
.8

4
.6

が
ん

に
関

す
る

研
究

の
推

進
6
8
億

円
6
1
億

円

・
第

3
次

対
が

ん
総

合
戦

力
研

究
経

費
4
6
.3

5
8
.1

・
日

本
初

の
が

ん
ワ

ク
チ

ン
療

法
に

よ
る

革
新

的
が

ん
治

療
開

発
戦

略
事

業
1
6
.0

－

独
立

行
政

法
人

国
立

が
ん

研
究

セ
ン

タ
ー

8
7
億

円
8
8
億

円

・
(独

)国
立

が
ん

研
究

セ
ン

タ
ー

運
営

費
交

付
金

8
7
.6

8
8
.0

(う
ち

、
元

気
な

日
本

復
活

特
別

枠
：

1
4
.8

憶
円

)
※

２

「
元

気
な

日
本

復
活

特
別

枠
」

で
要

望
(※

1
)当

該
事

業
に

つ
い

て
は

、
独

立
行

政
法

人
国

立
が

ん
研

究
セ

ン
タ

ー
運

営
費

交
付

金
に

お
い

て
実

施
(※

2
)う

ち
、

２
億

円
は

日
本

発
の

が
ん

ワ
ク

チ
ン

療
法

に
よ

る
革

新
的

が
ん

治
療

開
発

戦
略

事
業

と
重

複
計

上

特

特

特

新新 新

新 改改
（

参
考

）
【

平
成

2
2
年

度
補

正
予

算
】

・
子

宮
頸

が
ん

等
の

ワ
ク

チ
ン

接
種

の
促

進
1
,0

8
5

（
う

ち
子

宮
頸

が
ん

予
防

ワ
ク

チ
ン

の
接

種
に

関
す

る
経

費
3
4
5
.6

）

特

参
考
５
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都
道

府
県

【
地

域
統

括
相

談
支

援
セ
ン
タ
ー
】

都
道
府
県
が
ん
診
療
連
携
拠
点
病
院

【
相
談
支
援
セ
ン
タ
ー
】

＜
51

か
所
＞

患 者 ・ 家 族 等

財
団
法
人

日
本
対
が
ん
協
会

地
域

が
ん
診

療
連

携
拠

点
病

院
【
相

談
支

援
セ
ン
タ
ー
】
＜

32
4か

所
＞

独
立
行
政
法
人

国
立
が
ん
研
究
セ
ン
タ
ー

・
相
談
員
（
ピ
ア
サ
ポ
ー
タ
ー

等
）
に
対
す
る
研
修
プ
ロ

グ
ラ
ム
の

策
定
・
配
布

・
相
談
員
（
看
護
師
等
）
に
対

す
る
研

修
の
実
施

が
ん
診

療
連

携
拠

点
病

院

連 携

地
域

連
携

統
括

コ
ー
デ
ィ
ネ
ー

タ
ー

ピ
ア
サ
ポ
ー
タ
ー
等

心
理

面

生
活
介
護
面

ケ
ア
マ
ネ
ー
ジ
ャ
ー

等
医

療
面

医
師
・
看
護
師
等

様
々

な
分

野
に
関

す
る

相
談

を
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ

で
提

供

都
道
府
県
が
ん
対
策

推
進

事
業

の
拡

充
（
が

ん
総

合
相

談
事
業
）

医
療
面

で
の
連

携

・
患
者
必
携
の
配
布

相
談
員
研
修

の
実
施

が
ん
サ
ロ
ン

の
実
施

・
患
者
必
携
相
談
窓
口

（
コ
ー
ル

セ
ン
タ
ー
）
の

設
置

医
療

だ
け

で
な

く
、

心
理

、
生

活
、

介
護

な
ど

、
様

々
な

相
談

を
１

か
所

で
受

け
ら

れ
る

よ
う

に
し

て
欲

し
い

病
院

で
治

療
方

法
が

な
い

と
言

わ
れ

た
。

納
得

の
い

く
医

療
情

報
（

未
承

認
薬

や
治

験
）

が
ほ

し
い

。

拠
点

病
院

の
医

師
に

対
す

る
不

満
、

現
在

の
治

療
に

対
す

る
不

安
を

聞
い

て
欲

し
い

が
ん

に
関

す
る

治
療

方
法

等
に

つ
い

て
知

り
た

い

相
談

セ
カ

ン
ド

オ
ピ

ニ
オ

ン
の

提
示

が
可

能
な

医
師

を
紹

介
し

て
ほ

し
い

患
者

必
携

に
つ

い
て

聞
き

た
い

相
談

他
県

に
転

居
す

る
こ

と
に

な
っ

た
た

め
、

転
居

先
で

の
医

療
機

関
を

紹
介

て
欲

し
い参
考
６
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○
病
理
専
門
医
の
包
括
的
支
援
体
制
の
整
備

・
・
各
２
次
医
療
圏
に
お
け
る
病
理
専
門

医
の
複
数
名
配
置
に
よ
る
質
の
高

い
病
理
診
断
体
制
の
拡
充

○
よ
り
質
の
高
い
病
理
診
断
の
サ
ポ
ー
ト
体
制
の
整
備

・
・
病
理
診
断
補
助
員
（
臨
床
検
査
技
師
等
）
の
増
員
や
専
従
化
等

が
ん
領

域
の

病
理

診
断

に
お
け
る
均

て
ん
化

と
病

理
医

の
育

成
・
研

修
促

進
対

策
（
案

）

学
生
（
一
般
）

研
修
医

退
職

が
ん
治
療
に
は
的
確
な
病
理
診
断
が

必
須
で
あ
り
、
基
本
的

に
は

病
理

診
断

を
基

に
、
あ
ら
ゆ
る
治

療
（
手

術
、
化

学
療

法
、
放
射
線
療

法
等
）
が
行

わ
れ
て
い
る
。
ま
た
、
現

在
実
施
さ
れ
て
い
る
様
々
な
先
進
的
が
ん
研
究
の
大
き
な
基
盤

の
一

つ
が

病
理

学
で
あ
り
、
今

後
も
重

要
な
役

割
を
担

う
も
の

で
あ
る
。
し
か
し
そ
の
一
方
で
、
明
ら
か
な
病
理

医
不
足
が
指
摘

さ
れ
て
お
り
、
日
本
の
が
ん
医
療
が
抱
え
る
大
き
な
問

題
と
し
て
、
今

後
、
対

策
を
講

じ
る
必

要
が

あ
る
。

病
理
医

国
家

試
験

◇
病

理
職
を
知
ら
な
い

◇
授

業
が
つ
ま
ら
な
い

◇
試
験
問
題
が

少
な
い

◇
関
心
の
低
下

◇
初
期
研
修
に
病
理

教
育

が
な
い

◇
病

理
医

数
が

少
な
い

◇
地

域
偏

在
◇
待
遇
が
悪
い

◇
厳

し
い
職

場
環

境
◇

専
門

性
の

高
い
病
理
医
が
少
な
い

◇
一

人
勤

務
医

に
よ
る
精

度
管

理
上

の
問
題

◇
病

理
専

属
の

業
務

補
助

に
あ
た
る
技

師
が
い
な
い

◇
行
き
場
が
な
い

◇
ま
だ
ま
だ
現
役

○
魅
力
あ
る
講
義
・
実
習

の
実
施

○
が
ん
診
療
に
関
わ
る
若
手
医
師
を
対
象
と
し
て
、
日

常
診

療
に
必
要
な
標
準
的
病

理
診
断
の
知
識
や
技
術
を
身
に
つ
け

る
た
め
に
、
臨
床
実
地
研
修
等
の
実
施

○
各
２
次
医
療
圏
に
お
け
る
病
理
医
や

病
理
診
断
補
助
員
等
の
現
状
調
査

・
・
病
理
専
門
医
数
及
び
一
般
病
理
医
数
、
病
理
診
断
補
助
員
数
等

○
専
門
性
の
高
い
病
理
医
の
育
成
・
研

修

・
・
一
般
病
理
医
に
対
す
る
専
門
性
の
高
い
（
サ
ブ
ス
ペ
シ
ャ
リ
テ
ィ
）
病
理

医
の
育
成
（

e-
le

ar
ni

ng
等
を
用
い
た
研
修
の
実
施
等
）

○
病
理
医
の
院
内
外
に
お
け
る
連
携
体
制
の
整
備

・
・
キ
ャ
ン
サ
ー
ボ
ー
ド
へ
の
参
加
や
定
期
的
な
合
同
病
理
診
断
カ
ン
フ
ァ

レ
ン
ス
の
実
施

・
・
地
域
医
療
機
関
（
病
院
、
診
療
所
等
）
で
実
施

し
た
病
理
診
断
に
対
し
て
、

病
理
専
門
外
来
等
を
設
置
し
、
コ
ン
サ
ル
テ
ー
シ
ョ
ン
を
実
施

○
退
職
病
理
医
等
の
雇
用
環
境
の
整
備

病
理
医
の
啓
発
・
教
育

病
理
医
の
人
員
確
保
・
専
門
研
修
・
診
断
体
制
の
整
備

○
病
理
学
に
関
す
る
国

試
出
題
数
の
増
加

○
病
理
職
や
そ
の
重
要
性
に
関
す
る
一
般
へ
の
啓
発

・
・
ド
ラ
マ
（
例
）
法
医
学
等
へ
の
露
出

参
考
７
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が
ん
診

療
連

携
拠

点
病

院
に
お
け
る
病

理
医

の
業

務
状

況
等

○
が
ん
診
療
連
携

拠
点
病
院
数
：
３
７
７
病
院

＜
日

本
病
理
学
会
認
定
施
設
＞

・
都
道
府
県
が
ん
診
療
連
携
拠
点
病
院

４
９
／

５
１
病
院

・
地
域
が
ん
診
療
連
携
拠
点
病
院

２
２
０
／
３
２
６
病
院

○
学
会
認
定
病
理
医
数
（
常
勤
）
：
７
９
３
名
（
平
均
２
．
１
名
／
１
拠
点
病
院
）

・
最
大
１
２
名

・
最
小

０
名

（
非
常
勤
で
代
用
）

○
病
理
医
１
名
当
た
り
の
新
規
患
者

数

○
１
回

当
た
り
の
病
理
診
断
手
順

平
均

１
，
７
２
４
名
／
年

１
日
平
均

６
．
６
名

最
大

５
，
７
２
９
名
／
年

１
日
平
均
２
２
．
０
名

最
小

３
５
９
名
／
年

１
日
平
均

１
．
４
名

※
新
規
が
ん
患
者
に
つ
い
て
は
、
術
前
診
断
（
手
術
が
あ
る
場
合
は
術
中
・
術
後
）
で
病
理

診
断
が
必
要
。

新
規
患
者
以
外
に
も
、
検
診
者
や
再
発
患
者
の
た
め
に
病
理
診
断
を
行
う
こ
と
が

あ
る
。

検
体

の
摘

出
標
本
化

（
ス
ラ
イ
ド
化

）

観
察

（
た
だ
し
、
１
検
体
あ
た
り
数
枚

～
１
０
数
枚
の
観
察
が
必
要
）

診
断
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市
区
町
村
が
一
定
の
年
齢
に
達

し
た
方
全

員
に
無

料
ク
ー
ポ
ン
券

等
を
送

付
し
、
が

ん
検

診
の

重
要

性
や

検
診

方
法
を
理

解
し
て
い

た
だ
く
な
ど
に
よ
り
、
が

ん
検

診
を
受

け
や

す
く
し
、
大

腸
が

ん
が

疑
わ

れ
る
者

に
対

し
て
は

、
精

密
検
査
に
つ
な
げ
る
よ
う
な
体
制

を
構
築

働
く
世
代
へ

の
大
腸
が

ん
検
診
推
進
事
業

背
景

○
大

腸
が

ん
検

査
キ
ッ
ト
等

を
希

望
者
に
直

接
送

付
す
る
こ
と
に
よ
り
、
検

診
医

療
機

関
に
受

け
取

り
に
行

く
手

間
や

時
間
が

省
か
れ

る
。

こ
れ

に
よ
り
、
検

診
を
受

け
よ
う
と
い
う
人

が
増

え
る
。

○
が

ん
検

診
の

受
診
率

が
向
上

し
、
早
期

発
見

・
早

期
治

療
が

図
ら
れ

、
働

き
盛

り
の

方
の

大
腸

が
ん
に
よ
る
死

亡
リ
ス
ク
が

軽
減

。

期
待

さ
れ

る
効

果

○
大
腸
が
ん
は
、
年

間
の
罹
患
数
１
０
万
人
、
死

亡
者

数
４
万

人
と
我

が
国

に
多

い
が

ん
。

○
特

に
、
働

き
盛

り
の

4
0
歳
代

後
半
か

ら
罹

患
者
数

、
死

亡
者

数
と
も
に
増

加
。

○
大
腸
が
ん
の
治
癒
率
は
７
割
、
早

期
で
あ
れ

ば
1
0
0
％

近
く
完

治
。

無
症
状
の
早
期
に
発
見
す
る
こ
と
が
必

要
不

可
欠

で
あ
り
、
が

ん
検

診
が

重
要

。
し
か

し
な
が
ら
、
「
面
倒
」
、
「
時
間
が
な
い
」
、
「
受

診
場

所
ま
で
遠

い
」
と
い
っ
た
理

由
な
ど
に
よ
り
、
受
診

さ
れ
な
い
状

況
。

事
業
概
要

（
案
）

○
検

査
キ
ッ
ト
等

を
希

望
す
る
個

人
宅

へ
配

布
等

（
回

収
）

○
検
査
結

果
の

把
握

（
要
精
密
検
査
と
な
っ
た
者
の
情
報
も
含
む
。
）

○
大

腸
が
ん
検
査
キ
ッ
ト
等
に
よ
る
検
査
及

び
問

診

○
検

査
結
果
の
説
明

（
※

精
密
検
査
が
必
要
な
場
合
、
必
ず
精
密
検

査
を
受
診
す
る
よ
う
説
明
す
る
こ
と
や
必
要
に
応
じ
、
医
療
機
関
を
紹
介
）

○
自

宅
で
自

ら
大

腸
が

ん
検

診
の

た
め
の

採
便

を
実
施

○
検

診
対

象
者

；
４
０
歳
、
４
５
歳
、
５
０
歳

、
５
５
歳
、
６
０
歳

（
男
性
：
約
４
２
１
万
人
、
女
性
：
約
４
１
９
万
人
）

市
町

村

検
診

対
象

者
検
診
医
療
機
関

⑥
請
求
（
実
績
報
告
）

⑤
委
託
契
約

③
検
査

キ
ッ
ト
提
出

①
無
料
ク
ー
ポ
ン
券
、
検
診
手
帳
等

の
送
付

民
主
党
マ
ニ
フ
ェ
ス
ト
（
抜

粋
）

５
年
金

・
医

療
・
介

護
・
障

害
福

祉
●
新
型
イ
ン
フ
ル

エ
ン
ザ

対
策

と
し
て
の

ワ
ク
チ
ン
接

種
体

制
の
強

化
、
が

ん
の

予
防

・
検

診
体

制
の

強
化
、
肝
炎

治
療
に
対
す
る
支

援
な
ど
に
集

中
的

に
取
り
組

み
ま
す
。

④③

④
検
査
結
果
の
説
明

○
精

密
検
査
の
実
施

医
療
機
関

大
腸

が
ん
が
疑
わ
れ
る
者
に
つ
い
て
は
、
精
密

検
査

を
勧

め
、
早
期
発
見
・
早
期
治
療
に
努

め
る

精
密
検
査
結
果
の
連
絡

②
受
診
希
望
者
に
対
し
、
検
査
キ
ッ

ト
、
問
診
票

等
の
送
付

参
考
８
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４．移植対策について

（１）臓器移植対策について

臓器移植については 「臓器の移植に関する法律 （平成９年法律第１０４号）、 」

に基づき、その円滑な推進を図ってきたところであり、法に基づく脳死下での臓

器提供は、これまでに全国で１１６例（平成２３年１月２日現在）行われたのを

はじめ、心停止下での腎臓及び眼球（角膜）の提供による腎臓移植、角膜移植等

が行われている。しかしながら、今なお多くの方が移植を待ち望んでいる。

平成２２年７月に施行された改正法においては、本人の意思表示が不明な場合

であってもご家族が書面により承諾することで脳死判定及び臓器摘出が可能とな

り、１５歳未満の方からの脳死下での臓器提供も可能となった。また、臓器提供

の意思に併せて、親族に対し臓器を優先的に提供する意思を表示できることとな

った。

このほか、今回の法律改正では、国民の移植医療に対する理解を深めるため、

国及び地方公共団体は「臓器の提供意思を医療保険の被保険者証等に記載するこ

とができることとする等、移植医療に関する啓発及び知識の普及に必要な施策を

講ずる」こととする規定（第１７条の２）が追加された。

、 、 、厚生労働省においては 改正法の円滑な施行のため 政府広報などを活用して

臓器移植についての知識や意思表示方法に関する啓発を行うとともに、臓器移植

に関する詳細情報をホームページへ掲載するなど、一般の方及び医療機関の双方

に対する普及啓発を行っている。

各都道府県においても、改正法に基づき住民が移植医療に対する理解を深める

ことができるよう、意思表示方法の普及などの取組をお願いする。また、都道府

県コーディネーター等を通じ、管内の医療機関への啓発活動等にも御尽力願いた

い。

（２）造血幹細胞移植対策について

① 骨髄移植については、その推進を図るため、平成３年１２月から骨髄バンク

事業を実施している。都道府県をはじめ、関係者の御尽力により、骨髄バンク

ドナー登録者数は累計で平成２２年１１月末現在３７万４千人を超え、骨髄バ

ンクを介して行われた移植件数は１万２千件を超えたところである。

また、平成２２年８月の厚生科学審議会造血幹細胞移植委員会において、白

血病等に有効な治療法の一つである末梢血幹細胞移植を骨髄バンク事業の一環

として実施することとされたことを踏まえ、平成２２年１０月より末梢血幹細

胞移植の段階的な実施が始まったところである。

白血病等の患者の方々が、一人でも多く移植の機会を得られるようにするた

めには、引き続き、ドナー登録者の確保が重要である。各都道府県におかれて

は、普及啓発活動等により骨髄バンク事業の推進に御協力いただいているとこ

ろではあるが、平成２３年１月以降は末梢血幹細胞の提供も見据えたドナー登
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録者の募集及び登録受付業務を実施していただくとともに、引き続き普及啓発

等の一層の推進に御尽力願いたい。

② さい帯血移植については、骨髄移植と同様、白血病等の有効な治療法として

行われている。我が国では日本さい帯血バンクネットワークに加入しているさ

い帯血バンクを介した非血縁者間移植は平成２２年１１月末現在６千９百件を

超えたところである。

現在、日本さい帯血バンクネットワークにおいて、各バンクの品質管理基準

など各種基準や手順の統一化、各バンクが業務効率を高め運営の安定を図るた

めの方策等について検討を行っており、厚生労働省では、その議論の結果等を

踏まえ、必要な支援を行っていく方針である。

各都道府県においては、さい帯血移植の普及啓発等に引き続き御協力願いた

い。
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５．生活習慣病対策について

（１）生活習慣の改善に向けた国民運動の展開

平成１２年度から取り組んでいる「健康日本２１」については、平成２４年

４月を目途に最終評価報告書をとりまとめる予定としているところである。ま

た、併せて平成２５年度以降の新たな国民健康づくり運動についても検討を開

始することとしており、検討状況等については、適宜情報提供を行ってまいり

たい。

（２）たばこ対策について

我が国のたばこ対策は 「健康日本２１ 、健康増進法及び平成１７年２月、 」

に発効した「たばこの規制に関する世界保健機関枠組条約」に基づき、取り組

んでいるところである。厚生労働省では、受動喫煙防止対策を一層推進するた

め 「公共的な空間については、原則として全面禁煙」等の「受動喫煙防止対、

策のあり方に関する検討会報告書 （平成２１年３月）が取りまとめられたこ」

とを踏まえ、今後の受動喫煙防止対策の基本的な方向性として、多数の者が利

用する公共的な空間は原則として全面禁煙であるべきこと等を記した健康局長

通知を平成２２年２月２５日に発出したところである。

都道府県等においても、検討会における検討結果等を参考としつつ、更なる

たばこ対策に努められたい。

また、たばこ税については、国民の健康の観点から、たばこの消費を抑制す

るため、平成２２年１０月に１本あたり３．５円の税率引上げが行われたとこ

ろである。また、平成２２年１２月１６日にとりまとめられた平成２３年度税

制改正大綱においては 「平成２４年度税制改正以降の税率引上げにあたって、

は、たばこの消費や税収、葉たばこ農家、小売店、製造者等に及ぼす影響等を

十分に見極めた上で判断していきます」と記されたところであり、今後とも、

国民の健康の観点から、たばこ税の税率の引き上げを要望していくこととして

いる。

（３）慢性疾患対策の更なる充実

平成２１年７月から８月にかけて開催された「慢性疾患対策の更なる充実に

向けた検討会」において、

① 系統的な取組がなされていない慢性閉塞性肺疾患（ＣＯＰＤ）などは、

患者のニーズを検証しつつ施策のあり方を検討していくが必要

② 糖尿病などの既存の施策で対応している慢性疾患においても、その重症

化や合併症によるＱＯＬの低下や死亡につながることから、効率的、効果

、 、的な啓発・普及活動を一層推進し 健診の受診率の向上に努めるとともに
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関係医療機関等の連携により一層促進させていくことが必要

等、様々なご意見を頂いた。

こうしたことから、平成２２年６月から１１月にかけて 「慢性閉塞性肺疾、

患（ＣＯＰＤ）の予防・早期発見に関する検討会」を開催し、慢性閉塞性肺疾

患（ＣＯＰＤ）の予防・早期発見に主眼をおいた具体的対策について検討を頂

き、同年１２月２２日にその予防から早期発見、適切な医療提供までの一連の

施策についての提言が取りまとめられたところ。

今後は、こうした提言を踏まえ、様々な健康増進に関する機会を活用して、

慢性閉塞性肺疾患（ＣＯＰＤ）の普及啓発に取り組んでいくなど、その対策に

努めることとしている。

また、糖尿病対策については、発症予防のために、民間企業と連携し、健康

づくりの国民運動化を推進する事業等を引き続き実施するとともに、重症化予

防のために、新たな取り組みとして、患者が病状に応じた適切な診療を受診す

るため、専門病院と診療所における診療連携体制構築の支援を行うなど、予防

から重症化、合併症予防等、更なる慢性疾患対策を推進していくこととしてい

る。
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６．生活衛生対策について

生活衛生関係営業対策については、平成２２年は様々な見直しを求められたが、予

算・税制・融資については所要の措置を実現することができ、行政刷新会議事業仕

分け等を契機として、平成２３年度予算(案)については、都道府県からの要望等も

あり対前年度比約２０％減の７．２億円の確保が図られたことから、関係各位のご

協力に感謝申し上げる。

生活衛生関係補助金のうち都道府県分については、生活衛生同業組合及び同連合会

分とあわせ、厚生労働省に「審査・評価委員会（仮称 」を置き、一括して審査・決）

定を行うとともに、その決定にあたっては十分なメリハリ付けを行い、事業評価を

確実に実施する内容とした。

ところで、都道府県生活衛生営業指導センターについては、その職員の過半が、い

わゆる都道府県ＯＢであることが事業仕分けで問題視されたことから、厚生労働省

から「都道府県ＯＢの斡旋ではなく、業務についての専門知識、業務経験を公平・

公正に評価した公募による採用方式の導入」について、今後、各都道府県知事に要

請する予定であるので、早々に対応をお願いしたい。

平成２３年度の税制改正、融資制度ついては、生活衛生関係営業者にとってより魅

力的な内容が含まれているが、今後の更なる検討を前提としていることから 「生活、

衛生関係営業の振興に関する検討会」に新たにワーキンググループを設置し検討を

進めることから、その動向については注視していただきたい。

なお、都道府県生活衛生営業指導センター関係としては、融資指導機能の在り方な

どが論点として想定されている。

管理理容師・管理美容師の指定講習事業、クリーニング師研修等事業については、

「生活衛生関係営業の振興に関する検討会」に設置したワーキンググループで検討を

、「 」 。行い 改革を行いつつ事業を実施する というとりまとめが行われたところである

生活衛生に係る規制方策の推進にあたっては、規制行政との連携強化が肝要である

ことから、地域保健対策の見直しの中で生活衛生対策の強化を図ることを予定してお

り、その際はご協力をお願いしたい。

また、規制改革への対応等については、昨年来、新成長戦略、構造改革特区、総合

特区制度といった枠組みの中で、旅館業法に係る検討が求められていることから、都

道府県行政の現場の状況を踏まえた国への情報提供をお願いしたい。
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７ 「水道ビジョン」の推進に向けた取り組みについて．

（１）地域水道ビジョンの推進

「安心 「安定 「持続 「環境 「国際」を５つのキーワードとして、今後の日」、 」、 」、 」、

本全体の水道に関する重点的な政策課題とその課題に対処するための具体的な施策及

びその方策、行程等を包括的に示すものとして平成１６年６月に策定したものが『水

道ビジョン』で、平成２０年７月に改訂を行っています。

このような日本全体の『水道ビジョン』を踏まえ、水道事業ごと、地域ごと、水道

事業の中長期目標とその達成方策を具体的な形で示す『地域水道ビジョン』の策定を

お願いしているところです。

現在、上水道事業数の割合で４５％、給水人口の割合では８１％にあたる上水道事

業者が地域水道ビジョンを作成しているところですが、都道府県における地域水道ビ

ジョンはわずか３県にとどまっています。今後、人口減少などにより水道の事業環境

はますます厳しい状況となるものと考えられます。このため、水道事業の経営基盤強

化、具体的には、中小水道事業の統合などの水道広域化を推進していかなければなり

ません。そのためにも中長期的なビジョンを示す「都道府県版地域水道ビジョン」の

策定にご理解、ご協力をお願いします。

なお 『水道ビジョン』については、水道を取り巻く環境の変化や新たな課題への、

対応等を踏まえ、全面改訂に向けたフォローアップ調査を平成２３年度に予定してい

ます。

（２）水道施設の耐震化とアセットマネジメントの推進

水道施設は、昭和５０年前後と平成１０年前後に大きな施設整備のピークを持って

おり、今後の施設の老朽化対策、更新需要期の対応は、日本の水道事業にとって大き

な課題となっています。一方で、危機管理対応、震災などの災害対策を強く求められ

る中、水道施設の耐震化は非常に大きな課題です。

水道施設の耐震化の状況を調査した結果、平成２１年度末（平成２２年３月末）現

在、水道施設のうち基幹的な施設である浄水場の耐震化率は約１７％、配水池は約３

５％、また、基幹的な管路の耐震適合性のある管の割合は約３０％であり、備えが十

分であるとはいえない状況にあります。厚生労働省では水道施設・管路の耐震化の促

進に向けた水道事業者の取り組みを推進するため、各水道関係団体と連携の下で、平

成２０年４月から２年間にわたり実施した「水道施設・管路耐震性改善運動」につい

、 「 」 。て 平成２２年４月から 第２期水道施設・管路耐震性改善運動 を展開しています

また、厚生労働省では水道事業者に対し 「水道の耐震化計画等策定指針 （平成２、 」

０年３月厚生労働省水道課）等を参考に耐震化計画を策定すること、並びに「水道事

業におけるアセットマネジメント（資産管理）に関する手引き （平成２１年７月厚」

生労働省水道課）を活用し、耐震化対策の推進及び財源の裏付けを有する中長期的な

更新計画を策定することをお願いしているところです。
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（３）水質管理の徹底

① 水質検査の信頼性確保に関する今後の取組

水道事業者等は、水道法に基づき水質検査が義務づけられていますが、自己検査が

できない場合には地方公共団体の機関又は登録検査機関に委託して検査を行うことを

認められています。一方、一部の登録検査機関において水質検査の不正行為が発覚す

るとともに、行き過ぎた検査料金の価格競争が生ずるなど、水質検査の信頼性への懸

念が生じています。

このため 「水質検査の信頼性確保に関する取組検討会 （座長：安藤正典 武蔵野、 」

大学環境学部客員教授）を水道課内に設置し、平成22年5月から開催して、6回にわた

る審議とパブリックコメントを踏まえ、11月に水道事業者等が登録検査機関に水質検

査を委託する際に水質検査の信頼性を確保するための方策を検討した報告書がまとま

られたところです。

検討会報告書では、水道事業者等が登録検査機関等に水質検査を委託して行う場合

も水質検査の結果に責任を有することを前提に、１）水道事業者等による登録検査機

関への適切な業務委託と検査結果の確認、２）登録検査機関による水質検査体制の確

保と適切な検査の実施、３）国による登録検査機関の適切な登録及び更新時等の審査

や指導及び監督、水道事業者等に対する指導及び監督、水質管理上の支援や助言等の

具体的な取組が示されています。

平成22年12月21日に開催した厚生科学審議会生活環境水道部会でこれらの取組の実

施について了承を頂いたことから、①水道事業者等が登録検査機関等に水質検査を委

託する場合の措置の明確化、②登録検査機関が遵守すべき検査方法の明確化、③検査

機関の審査時に必要な提出書類や保存すべき書類の追加等の水道法施行規則等の改正

等の手続きを進める予定です。今後、この取組に対して準備を進めるなど、必要なご

対応をよろしくお願いします。

② 水質基準の改正等

水質基準の見直しについては、トリクロロエチレンの水質基準値の変更について、

平成23年4月1日施行予定で改正手続きを進めているところであり、必要な対応、準備

をお願いしたいと思います。

具体的には、トリクロロエチレンの水質基準値を、0.03mg/L以下から0.01mg/L以下

に変更することを検討しております。また、併せて、水質基準を補完する項目として

設定している「水質管理目標設定項目」の中で、トルエンや一部の農薬類について目

標値の見直しを検討しており、前述の水質基準改正と同様のスケジュールを予定して

います。併せてご対応よろしくお願いします。

（４）地方分権・地域主権

平成２１年１２月１５日閣議により 「地方分権改革推進計画」が決定され、その、

中で水道法に関して 「事業認可申請手続きの簡素化 「認可を要しない届出範囲の、 」、

拡大」の２点が盛り込まれています。これに対しては、水道事業者が地方公共団体で

ある場合には認可申請書類を簡素化するとともに、給水人口増加、給水量増加、取水
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地点の変更の各要件について認可を要しない届出範囲を拡大するよう水道法施行規則

を改正して対応することを予定しております。

また、平成２２年６月２２日閣議により 「地域主権戦略大綱」が決定され、その、

中で水道法に関して、水道の布設工事監督者の配置に関する基準及び資格に関する基

準並びに水道技術管理者の資格に関する基準を条例に委任すること、専用水道及び簡

易専用水道に係る権限を都道府県からすべての市へ移譲すること、地域水道原水水質

保全事業に係る都道府県計画の一部の規定廃止等と公表規定の努力義務化等の３点が

盛り込まれています。これに対しては、水道法及び水道原水法の改正が必要となりま

すので、それに向けて準備を行っております。

（５）水道の国際展開への取組

新成長戦略が平成22年6月18日に閣議決定され、アジア諸国を対象に水などのイン

フラ整備に官民あげて取り組むことが明記されました。具体的に進めるために、パッ

ケージ型インフラ海外展開関係大臣会合が設置されており、水分野をテーマとした12

月1日の第5回会合には厚生労働大臣も出席され、厚生労働省としてもしっかり取り組

んでいく旨述べております。

厚生労働省の取組としては、海外においては、中国、ベトナム、カンボジアを対象

に、水道セミナーの開催により、日本の水道技術や企業の紹介を行っています。

また、国内においては、官民連携を促進するため、水道事業者と民間企業とのマッ

チングを促進する協議会を、本年度は全国3カ所で開催しております。

平成23年度については、こうした取組に加え、自治体や企業が自律的にビジネス展

開するための枠組み作りとして、アジア各国の水道協会のネットワーク化や官民連携

型の案件発掘調査を予定していますので、自治体として水道事業の海外展開をご検討

されている場合には、ご活用ください。
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体
の
機

関
又
は

厚
生

労
働

大
臣

の
登

録
を
受

け
た
も
の

（
登

録
検

査
機

関
）
に
委
託
す
る
こ
と
」

登
録

検
査

機
関
制
度


昭
和

52
年
水

道
法

改
正

で
水

質
検

査
委

託
制

度
導

入
（
当

時
は
地
方

公
共
団

体
の
機

関
又

は
指
定
検
査
機
関

（
公

益
法

人
に
限

定
）
）


平
成

10
年
か
ら
、
指

定
検

査
機

関
に
営

利
法

人
参

入
が

可
能

に
。


水
質
検
査
機

関
の

登
録

制
度

は
、
平

成
15

年
の

水
道

法
改

正
よ
り
導

入
。


平
成

21
年
度

末
で
、
登

録
検

査
機

関
数

：
21

8機
関

、
年

々
増

加
。


一
方
で
、
水
質

検
査

の
信

頼
性

を
低

下
さ
せ

る
不

正
行

為
も
発

覚
。

前
回
部
会
（
平
成

22
年

2月
2日

）
に
お
い
て
、
水
質
検
査
料
金
の
行
き
過
ぎ
た
価
格
競
争
や
登
録
検
査

機
関
の
水
質
検
査
の
信
頼
性

に
関
し
て
議
論
に

「
水

質
検

査
の

信
頼

性
を
確

保
に
関

す
る
取

組
検

討
会

」
を

5月
か

ら
開

催
し
、
パ

ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト
を

経
て

11
月

に
報

告
を
と
り
ま
と
め

水
道

事
業

者
等

に
と
っ
て
、
安

全
か

つ
清

浄
な
水

の
供

給
を
確

保
す
る
こ
と
が

最
も
基

本
的

な
責

務
で
あ
り
、
状

況
に
即

応
し
た
水

質
の

管
理

が
不

可
欠
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登
録
検
査
機
関
に
委
託

す
る
水

道
事

業
体

を
対

象
に
、
精

度
管
理
や

検
査
内

容
の
確

認

状
況
、
契

約
形
態
、
緊
急
時
の

水
質

検
査

、
委

託
料

金
等

に
つ
い
て
調
査

結
果
か

ら
以
下
の

課
題
が
判
明
。

○
登
録
検
査
機
関
の
主
な
選
定
理
由
と
し
て
、
価
格
面
や
立
地
面
を
重
視
。
水
道

G
LP
等
を

取
得
し
た
信
頼
性
が
高
い
登
録
検
査
機
関
を
選
定
す
る
水
道
事
業
体
は
少
な
い
。

○
登
録
検
査
機
関
以
外
の
施
設
保
守
管
理
会
社
や
水
質
分
析
機
関

等
に
委
託
す
る
事
例

等
契
約

形
態
が
適
切
で
は
な
い
。

○
水
質
検
査
の
結
果
の
確
認
に
つ
い
て
、
水
質
分
析
の
成
績
書
の
提
出
だ
け
を
求
め
水
質

検
査
の
内
容
自
体
を
把
握
し
て
い
な
い
。

○
登
録
検
査
機
関
の
選
定
や
委
託
後
に
お
い
て
精
度
管
理
の
状
況

を
把
握
し
て
い
な
い
。

○
水
質
検
査
の
委
託
契
約
の
中
で
、
緊
急
時
の
水
質
検
査
の
取
り
決
め
が
な
い
。

○
委
託
費
用
に
つ
い
て
、
水
質
検
査
の
実
施
に
必
要
な
コ
ス
ト
を
見
込
む
こ
と
が
困
難
な
程

の
低
廉
な
価
格
で
業
務
を
委
託
し
て
い
る
。

水
道

事
業

体
の

水
質

検
査

の
委

託
に

関
す

る
課

題
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水
質

検
査

の
信

頼
性

確
保

に
向

け
た
関

係
者

が
取

り
組

む
べ

き
姿

勢

関
係

者
が

取
り
組

む
べ

き
姿

勢


水
道
事

業
者

等
は

、
水

質
検

査
を
自

ら
実
施
す
る
場
合
も
、
委
託
す
る
場
合
も
、
水
質
検

査
の
結

果
に
責

任
。


水
道
事

業
者

等
は

、
原

水
の

水
質

汚
染
や
水
道
施
設
の
事
故
等
が
発
生
し
た
場

合
に
も
水

質
検

査
を
含

め
た
水

質
管

理
体

制
の
確

保
が

不
可

欠
。


水
道
事

業
者

等
が

登
録

検
査

機
関

に
委
託
す
る
増
加
す
る
状
況
に
あ
る
こ
と
を
踏

ま
え
、
水

質
検

査
の

信
頼

性
を
確

保
す

る
た
め
の
関

係
者

が
一

体
と
な
っ
て
取

組
が
必
要
。

基
本

的
な
ス
タ
ン
ス


登
録
検
査
機

関
に
対

す
る
登

録
・
更

新
時

の
適

切
な
審

査
や

指
導
及

び
監

督


水
道
事
業
体
に
対

す
る
指

導
及

び
監

督
、
水

質
管

理
上

の
支

援
や
助
言

国


登
録
検
査
機
関
の
水
質
検
査
の
適

切
な
業

務
委

託
と
検

査
結
果
の
確
認

水
道

事
業

者


水

質
検

査
体
制
の
整
備
、
適
切
な
検
査
の

実
施

登
録

水
質

検
査
機
関

適
切

な
指

導
・
監

督
適

切
な
指

導
・
監

督
技

術
的

な
支

援

適
切

な
委

託

正
し
い
結

果


水
道
関
係
団
体

や
都

道
府

県
に
よ
る
中

小
水

道
事

業
体

へ
の

技
術

的
な
支

援

水
質
検
査
の
共
同

化
、
管

理
体

制
の

一
体

化
等

水
道

事
業

体
間

の
取
組

関
係

者
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水
道

事
業

者
等

の
委

託


規
則
改
正
等
に
よ
る
適
切
な
委
託
の
確
保
（
書
面
契
約
、
適
切
な
委
託
料
、
迅
速
な
検

査
、
検
査
内
容
確
認

、
臨
時
検
査
の
実
施
等
）


通
知
に
よ
る
適
切
な
業
務
発
注
の
確
保
（
適
切
な
特
記
仕
様
書
や
費
用
積
算
、
精
度

管
理
状
況
の
把
握
、
低
入
札
価
格
調
査
等
の
活
用
、
落
札
業

者
の
積
算
確
認
）


日
本
水
道
協
会
等
と
連
携
し
た
入
札
条
件
例
、
特
記
仕
様

書
例
、
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト
、
標

準
歩
掛
り
の
作
成
・
配
布
及
び
研
修
事
業
の
実
施

登
録

検
査

機
関

の
水

質
検

査


規
則
改
正
等
に
よ
る
水
質
検
査
の
適
正
化
（
検
査
法
告
示

や
標
準
作
業
書
に
よ
る
検

査
実
施
、
再
委
託
禁

止
、
試
料
採
取
や
運
搬
方
法
の
明
示
）


検
査
法
告
示
に
定
め
る
べ
き
要
素
の
技
術
的
な
検
討
（
試
験
開
始
迄
の
時
間
、
検
量

線
濃
度
範
囲
・
点
数
、
空
試
験
実
施
、
標
準
試
料
の
差
し
込
み
分
析
等
）


規
則
改
正
等
に
よ
る
登
録
申
請
時
や
更
新
時
の
審
査
の

充
実
（
検
査
区
域
、
業
務
規

程
の
検
査
料
金
・
受
託
上
限
、
保
存
書
類
（
検
査
結
果
の
根
拠
書
類
、
検
査
工
程
毎
の

時
刻
等
）
の
追
加
、
受
託
実
績
）

国
が

実
施

す
る
調

査


登
録
検
査
機
関
へ
の
日
常
業
務
確
認
調
査
の
技
術
的
な
検
討
（
調
査
方
法
、
調
査
対

象
機
関
及
び
調
査
結

果
の
評
価
）


外
部
精
度
管
理
調
査
の
見
直
し
の
技
術
的
な
検
討
（
是
正
措
置
の
不
十
分
な
機
関
を

明
確
に
す
る
階
層
化
評
価
）今
後

の
国

の
取

組
に
つ
い
て

検
討

会
報

告
を
受

け
て
、
水

質
検

査
の

信
頼

性
を
確

保
す
る
た
め
、
水

道
法

施
行

規
則

の
改

正
や

通
知

等
に
よ
り
、
以

下
の

具
体

的
措

置
を
講

じ
る
。
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今
後
の
水
質

基
準

等
見

直
し
に
つ
い
て

ト
リ
ク
ロ
ロ
エ
チ
レ
ン

（
0
.0

3
m

g/
l）


食

安
委

評
価

や
水

道
水

寄
与

率
（
７
０
％
）
か
ら
、
現

行
評

価
値

を
0
.0

1
ｍ
ｇ
/
lに

強
化

。
薬

品
基

準
、
資

機
材

・
給

水
装
置

の
材
質
（
浸

出
性
）
に

つ
い
て
も
、
基

準
を
強

化
。

厚
生
労
働
科
学
研
究
や
食
品
安
全
委
員
会
答
申
、
Ｗ
Ｈ
Ｏ
の
動
向

な
ど
、

新
た
な
科
学
的
知
見
に
基
づ
き
、
検
討
し
て
い
る
と
こ
ろ

H
22

.1
2

厚
生
科
学
審
議
会
生
活
環
境
水
道
部
会
で
審
議

（
水

質
基

準
項

目
）

ト
ル

エ
ン

(0
.2

m
g/

l)

食
品

安
全

委
評

価
結

果
か

ら
、
現

行
評

価
値
を

0
.4

m
g/

lに
変

更
。

農
薬
類


食
品

安
全

委
答

申
を
踏

ま
え
た
目

標
値

の
変
更

（
ペ
ン
シ
ク
ロ
ン
、
メ
タ
ラ
キ
シ
ル

、
ブ
タ
ミ
ホ
ス
、
プ
レ
チ
ラ
ク
ロ
ー
ル
）

（
水
質
管
理
目
標
設
定
項
目
）

過
塩
素
酸


J
E
C

F
A
に
示

さ
れ

た
暫

定
最

大
1
日

耐
用

摂
取
量

を
用
い
て
、
評

価
値

を
2
5
μ

g/
L
に
設

定
。

（
要
検
討
項
目
）
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9

地
域
主
権

（
地

方
分

権
）
へ

の
対
応


地
方
公
共
団
体
に
よ
る
事
業
認

可
に
係
る
申
請
事
務
の
簡
素
化


厚
生
労
働
大
臣
の
認
可
を
要
し
な

い
軽
微
な
変
更
の
範
囲
の
大
幅

な
拡
大

地
方
分
権
改
革
推
進
計
画

（
平
成

2
1
年

1
2
月

1
5
日
閣
議
決
定
）


義
務
付
け
・
枠
付
け
の
見
直
し
と

条
例
制
定
権
の
拡
大
の
具
体

的
措
置


権
限
移
譲


計
画
等
の
策
定
及
び
そ
の
手
続

の
見
直
し

地
域
主

権
戦
略
大
綱

（
平
成

2
2
年
６
月

2
2
日
閣
議
決
定
）


地
方
公
共
団
体
に
よ
る
事
業
認
可
に
係
る
提
出
書
類

の
削
減


軽
微
な
変
更
の
範
囲
を
以
下
の
要
件
に
つ
い
て
拡
大


人
口
増
加


給
水
量
増
加


取
水
地
点
変
更

対
応
方
針
（
案
）


水
道
の
布
設
工
事

監
督
者
の
配
置
基
準
、
資
格
基

準
及
び
水
道
技
術
管
理
者
の
資
格
基
準
を
条
例
委

任


専
用
水
道
及
び
簡
易
専
用
水
道
に
係
る
権
限
を
移

譲
（
す
べ
て
の
市
へ
移
譲
）


地
域
水
道
原
水
水
質
保
全
事
業
に
係
る
都
道
府
県

計
画
に
お
い
て
、
定
め
る
べ
き
規
定
の
一
部
廃
止
及

び
公
表
の
努
力
義
務
化

55



水
道
の
国
際
展

開
へ

の
取

組
（
水

ビ
ジ
ネ
ス
の

推
進
）

「
ア
ジ
ア
経

済
戦

略
」

環
境
技
術
に
お
い
て
日

本
が

強
み

を
持

つ
イ
ン
フ
ラ
整

備
を
パ

ッ
ケ
ー
ジ
で
ア
ジ
ア
地
域
に
展
開
･浸

透
さ
せ

る
と
と
も
に
、

ア
ジ
ア
諸

国
の

経
済
成

長
に
伴
う
地
球
環

境
へ

の
負

荷
を
軽

減
し
、
日

本
の

技
術

･経
験

を
ア
ジ
ア
の
持

続
可
能

な
成
長

の
エ
ン
ジ
ン
と
し
て
活

用
す
る
。
具

体
的
に
は
、
新
幹
線
･都

市
交
通

、
水

、
エ
ネ
ル

ギ
ー
な
ど
の

イ
ン
フ
ラ
整

備
支

援
や
、
環
境
共
生

型
都
市

の
開
発

支
援
に
官
民
あ

げ
て
取

り
組
む
。

⇒
パ
ッ
ケ
ー
ジ
型
イ
ン
フ
ラ
海
外
展
開
関
係
大

臣
会

合
・・

・原
子

力
、
鉄

道
と
と
も
に
、
水

が
重

点
分
野
と
し
て
取
り
上
げ
ら
れ
る
。

新
成

長
戦

略
（
平
成

22
年

6月
18

日
閣
議
決
定
）
（抜

粋
）

厚
生

労
働

省
の
取
組

日
本

企
業

の
海
外
市

場
へ
の

売
り
込
み

～
20

年
度

か
ら
実

施
。
対

象
国

は
中

国
、
ベ
ト
ナ
ム
、
カ
ン
ボ
ジ
ア

■
相
手

国
政
府
と
共

同
で
、
相
手
国
の
水

道
事

業
者

を
対

象
に
水

道
セ
ミ
ナ
ー
を
開

催
し
、
日

本
の

水
道

技
術

や
企

業
を
Ｐ
Ｒ

■
現

地
ニ
ー
ズ
に
対

応
し
た
日

本
型

水
道

シ
ス
テ
ム
の

モ
デ
ル

作
り

（
省

エ
ネ
型

の
送

配
水

管
理
や
漏
水
対
策
な
ど
）

■
国
内

で
も
、
官
民
連
携
を
進
め
る
た
め
、
水

道
事

業
の

民
間

委
託

を
促

進
～

「
官

民
連

携
協
議
会
」
の
開
催

等

■
厚
生

労
働
省
と
地
方
自
治
体

と
の
連
絡

会
議

（
5
月

2
8
日

、
1
1
月

1
1
日

開
催

）
札
幌
市
、
埼
玉

県
、
さ
い
た
ま
市
、
東
京
都
、
川
崎
市
、
横
浜
市
、
名
古
屋
市
、
大
阪
市
、
神
戸
市
、
広
島
県
、
北
九
州
市
の
１
１
事
業
体
が
参
加

政
府
レ
ベ
ル 国
内
体
制

自
治

体
や

企
業

が
自

律
的

に
ビ
ジ
ネ
ス
展

開
す
る
た
め
の

枠
組

み
づ
く
り
を
進

め
る

民
間

企
業

施
設
の
設
計
・
建
設

高
度
な
水
処
理
技
術

地
方

自
治
体

水
道
事
業
運
営

ノ
ウ
ハ
ウ

官
民

連
携

型
の
案
件
発
掘
調
査
（
公
募
）

海
外
展
開
拠
点
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
整
備

業
界

・
関

係
団

体
レ
ベ
ル

個
々
の
事
業
体
・

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
レ
ベ
ル


日
本
の
企
業
・
水
道
事
業
体
と
ア
ジ
ア
各

国
の
水

道
協

会
・
水
道
研
修
施
設
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
化


企
業
等
が
海

外
市

場
展
開
す
る
た
め
の
拠
点
と
し

て
、
市
場
調
査
、
技
術
紹
介
、
研
修
に
活
用

ア
ジ
ア
の

研
修
機
関

水
道

事
業
体

水
道
関
連
企
業

ア
ジ
ア
の

水
道
協
会

自
治
体
や
企

業
が
自

律
的

に
ビ
ジ
ネ
ス
展
開
す
る
た
め
の
枠
組
み
づ
く
り
を
進
め
る
(2

3
年

度
の
取

組
)
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水
道

法
３

９
条

に
基

づ
く

立
入

検
査

結
果

の
概

要
（

平
成

２
１

年
度

）

水
道
技
術
管
理
者

, 

34
.5

%

ク
リ
プ
ト
ス
ポ
リ
ジ

ウ
ム
等
対
策

, 
24

.1
%

布
設
工
事
監
督
者

, 

13
.8

%

認
可
・
届
出

, 
13

.8
%

水
質
検
査
に
関
す

る
こ
と

, 6
.9

%

健
康
診
断

, 6
.9

%
水

道
技

術
管

理
者

の
責

務
に
関

す
る
こ
と

･ク
リ
プ
ト
対
策
不
十
分

・
健
康
診
断
一
部
未
実
施

・
水
質
検
査
回
数
不
適
切

資
格
要
件
を
満
た

し
て
い
な
い
者
に
よ

る
監
督

無
認
可
に
よ
る
取
水

地
点
の
変
更

検
査

対
象

は
厚

生
労

働
大

臣
認

可
の

水
道

事
業

者
・

水
道

用
水

供
給

事
業

者
。

数
字

は
検

査
に

お
い

て
法

令
不

適
合

事
項

が
認

め
ら

れ
、

文
書

指
摘

に
よ

る
改

善
指

導
を

行
っ

た
割

合
。

平
成

2
1
年

度
は

5
1
事

業
者

へ
検

査
を

実
施

し
、

1
4
事

業
者

へ
対

し
合

計
2
9
件

の
文

書
指

摘
を

行
っ

た
。
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